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第 1 章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

「青少年健全育成のための大田区行動計画（第六次）」は平成 28 年度から令和２年度ま

での５年間を計画期間とするもので、令和２年度に最終年度を迎えることから、計画を見

直し、新たに令和３年度以降、５年間の計画を定める必要があります。 

子ども・若者を取り巻く環境は多様化、複雑化しており、引きこもりの長期化や若者の無

業者対策も大きな課題となっています。国の「子ども・若者育成支援推進大綱」（平成28年）

や東京都が策定した「東京都子供・若者計画（第２期）」（令和２年）では、計画の対象年齢を

拡大し、施策によってはポスト青年期である 40歳未満までを対象としています。 

大田区においても、青少年を取り巻く社会情勢の変化等を勘案し、本計画の対象年齢を

ポスト青年期まで拡大する必要があるとともに、変化が求められる時代に的確に対応し、

持続可能なまちであり続けるために、関連する分野を横断的につなぎ、子ども・若者の育

成支援に対する総合的な指針を示す必要があります。 

また、１世帯あたりの人員減少や地域コミュニティ機能の低下などの社会的変化、家庭の

経済状況による育成環境の格差が子ども・若者に多大な影響を与えていることがうかがえ

る現況において、すべての子ども・若者が生まれ育った環境に左右されることなく、さまざ

まな体験を積み、自立の機会と活躍の場を得ることが必要であり、そのためには地域が一

丸となって子ども・若者の育成に関わることが重要となります。 

世界的な新型コロナウイルスの感染拡大により、オンライン教育、リモートワーク等が進

み、教育、仕事、生活のあらゆる面において効率化が進む一方で、人とのふれあいや体験的

活動等の制限による若者の心理面への影響が懸念されています。 

急速な技術革新への対応、また、ＳＤＧｓや ESD など地球規模での持続可能性への取り

組み、新たな生活様式への移行など、不確実性が高い中、これからの時代には、対面と非対

面での活動をうまく組み合わせるとともに、多様な価値観と柔軟な発想で新たな挑戦をし

ていく力が必要とされています。 

先行きが不透明な時代の中でも、全ての若者が持てる能力を活かして挑戦と試行錯誤

を繰り返しながら自己肯定感を育み、社会との関わりを自覚し、自立した個人として未来を

切り拓いていけるよう、子ども・若者の育成に関わる施策を総合的・効果的に推進する必要

があります。社会環境等の変化を背景とし、子ども・若者を取り巻く様々な課題に横断的に

対応する区の総合的な指針を示すため、本計画名を改称し、新たに「大田区子ども・若者計

画」を策定します。 
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２ 計画策定の背景 

（１）国の動向 

 

①子ども・若者育成支援推進大綱の策定 

子ども・若者育成支援推進法に基づき、平成 28 年２月、子ども・若者育成支援推進本部

において子ども・若者育成支援推進大綱（以下、国の大綱）が策定されました。同大綱では、

「家庭」「地域社会」「情報通信環境」「雇用」の４つの視点から、現状と課題について分析が

行われています。その上で重点的に取り組むべき基本的な方針として、「全ての子ども・若

者の健やかな育成」「困難を有する子ども・若者やその家族の支援」「子ども・若者の成長の

ための社会環境の整備」「子ども・若者の成長を支える担い手の養成」「創造的な未来を切

り拓く子ども・若者の応援」の５つの課題が取り上げられています。 

 

②社会福祉法の改正 

平成 29年６月に改正された社会福祉法では、地域共生社会の実現に向けて、市町村が 

包括的な支援体制づくりに努めることが規定されました。 

さらに、令和２年６月の同法改正（令和３年４月１日施行）では、高齢者、障がい者、 

子どもなどの複雑化・複合化した課題に対応する包括的な支援体制を構築するため、相 

談支援、参加支援、地域づくりを一体的に整備する事業が創設されました。その中で、 

各支援機関の円滑な連携による支援や、要支援者との関係性の構築に向けたアウトリー 

チ等を通じた支援、狭間のニーズにも対応する地域参加につながる支援が相互に重なり 

合いながら、地域全体の体制として本人に寄り添い、伴走する支援体制の構築していく 

ことが示されています。 

 

③生活困窮者自立支援法の改正 

平成27年４月に生活困窮者自立支援法を施行、生活に困窮し社会保障制度と生活保護

制度の狭間にある方への早期の対応と自立を支援する「第 2 のセーフティネット」として制

度化しました。平成３０年１０月に同法を改正し、生活困窮に陥っている状況の一つとして

「地域社会からの孤立」を定義し、生活困窮者支援に携わる関係機関と、地域での支え合い

や見守り、地域参加などの取り組みとの連携による早期かつ適切な支援体制整備の重要

性を取り上げています。 
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④児童福祉法の改正 

平成 28 年に児童福祉法を改正し、児童福祉の理念を明確化するとともに、平成２９年

に同法を改正し、司法関与の強化を図りました。さらに令和元年の同法改正では、親権者

による児童のしつけに際しての体罰禁止を規定したほか、児童相談所の体制強化や職員の

資質向上について規定し、児童虐待の発生予防や発生時の迅速・的確な対応等を図ってい

ます。 

 

⑤児童虐待の防止等に関する法律の改正 

児童虐待の防止に関する法律は平成１２年の施行以降、平成１６年、平成２０年に改正が

なされ、児童虐待は子どもに対する著しい人権侵害として、子どもの安全確保のための関

係機関の連携等が強化されました。令和元年の同法改正では、児童虐待を行った保護者に

対する医学的または心理的知見に基づく指導措置を努力義務化し、児童虐待防止対策の

更なる強化を図っています。 

 

⑥子どもの貧困対策の推進に関する法律の改正 

平成26年 1月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」を施行、同年8月には「子供

の貧困対策に関する大綱」を制定し、子どもの貧困対策の総合的な推進を図りました。さら

に、令和元年 6月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」を改正し、区市町村における

計画策定を努力義務化しました。また、令和元年 11 月には法改正を踏まえ新たな大綱を

策定しました。 

 

（２）東京都の動向 

東京都では、子ども・若者を取り巻く社会情勢の急速な変化と多様化、複雑化する様々

な課題に対応するため、次のようなビジョン、計画を策定し様々な取り組みを行っています。 

 

①「未来の東京」戦略ビジョンの策定 

令和元年 12 月に、2040 年の東京都の将来像と、この将来像の実現を目指し 2030

年までの期間に推進すべき戦略・プロジェクトについて取りまとめた、「未来の東京」戦略ビ

ジョンが発表されました。戦略ビジョンにおいては、20 の「ビジョン」と「戦略」について、

「セーフ シティ」「ダイバーシティ」「スマート シティ」の３つのシティを進化させながら実現

を目指す方向性が示されました。戦略の核としては、３C（Community〔コミュニティ〕、

Children〔子ども〕、Chōju〔長寿〕）を掲げ、青少年の健全育成分野についても、長期的

視点に基づく様々な戦略が示されています。 
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②「東京都子供・若者計画」の改訂 

令和２年４月に「東京都子供・若者計画（第２期）」が策定されました。計画のポイントとし

て以下の３つの視点が挙げられ、子供・若者育成支援施策の一層の推進に取り組んでいま

す。 

【東京都子供・若者計画（第２期）のポイント】 

視点１ 

一人ひとりの子供・若者の最善の利益を尊重する視点 

支援に当たっては、当事者である子供・若者の目線に立ち、意見を尊重し、支

援に反映させていく姿勢が重要 

視点２ 

子供・若者の状況に応じて支援する視点 

子供・若者のライフステージを見通した切れ目のない支援と、本人だけでなく、

家族も含めた支援が重要 

視点３ 

子供・若者の支援に社会全体で重層的に取り組む視点 

複合的な課題に対応するため、関係機関等の連携を促進し、社会全体で子供・

若者の成長を見守っていくことが重要 

 

また、同計画の中で、区の役割として、①「地域の実情に応じた子供・若者支援施策の着

実な推進」、②「区市町村子供・若者計画の策定」、③「地域における子供・若者育成支援ネッ

トワーク（子供・若者支援地域協議会）の設置」の３つが挙げられています。 

 

③「東京都子供・子育て支援総合計画（第 2期）」の策定 

令和２年３月、安心して子供を産み育てられ、全ての子供たちが健やかに成長できる社

会の実現を目指すために「東京都子供・子育て支援総合計画（第 2期）」が策定されました。

計画の理念として、①「全ての子供たちが個性や創造力を伸ばし、社会の一員として自立す

る環境を整備・充実する」、②「安心して子供を産み育て、子育ての喜びを実感できる社会

を実現する」、③「社会全体で、子供と子育ての家庭を支援する」の３つの理念が掲げられて

いるほか、策定のポイントとして「子供の最善の利益を念頭に施策を推進」するとされてい

ます。 
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（３）区の動向 

 

①「新おおた重点プログラム」の策定 

世界的に猛威を振るっている新型コロナウイルス感染症拡大という局面を克服するた 

めの対策や大規模自然災害への対策に迅速に取り組むとともに、少子高齢化への対応、 

公共施設の維持更新、重要な成長戦略となる社会資本整備なども見据えた施策展開に取

り組む必要があることから、こうした重点的な課題への対策を着実に推進するための計

画として、「新おおた重点プログラム」を策定しました。 

 

②「青少年健全育成のための大田区行動計画（第六次）の策定 

区は、昭和 62 年２月の「大田区青少年問題協議会答申『大田区における青少年健全育

成の総合計画策定にあたっての基本的な考え方と施策の方向性について』」を受け、平成

元年 12月に「青少年健全育成のための大田区行動計画（第一次）」を策定しました。その後

時代に即して見直し・策定を重ね、平成 28 年４月には「心身ともに健やかで、地域社会の

一員としての自覚や、他者への思いやりの心と規範意識を持ち、自立的に行動できる青少

年」をめざす青少年像とした「青少年健全育成のための大田区行動計画（第六次）」を策定し、

青少年健全育成のための施策の一層の推進を図っています。 

 

③「おおた教育ビジョン」の策定 

今後急速に変化する社会状況を見据え、大田区の未来を創る主体者となる子どもたち

一人ひとりの成長を支えるために、令和元年６月に「おおた教育ビジョン」を策定しました。

同ビジョンでは、「豊かな人間性をはぐくみ、未来を創る力を育てる」を教育施策推進のテ

ーマとして設定するとともに、テーマの実現にあたって、「社会の変化に主体的に対応し、

未来を創る力を育成する」、「「知・徳・体」の調和のとれた成長を図り、豊かな人間性を涵養

する」、「意欲にあふれ、個性と可能性を最大限に伸ばす学びの場を創出する」、「地域の特

色を生かし、学校・家庭・地域が連携・協働して子どもを育てる」の４つのビジョン（基本的視

点）と、「未来社会を創造的に生きる子どもの育成」、「学力の向上」、「豊かな心の育成」、

「体力の向上と健康の増進」、「魅力ある教育環境づくり」、「学校・家庭・地域が一体となっ

てともに進める教育」の６つの重点プランを設定し、質の高い教育の実現をめざすこととし

ています。 

 

④「大田区子ども・子育て支援計画 2020-2024」の策定 

次世代育成支援対策推進法第 8条の規定に基づく「市町村行動計画」と、子ども・子育て
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支援法第 61条の規定に基づく「市町村子ども・子育て支援事業計画」との性格を併せ持つ、

大田区の子ども・子育てに関する個別計画として、令和２年３月に「大田区子ども・子育て

支援計画2020-2024」を策定しました。同計画では、「子どもの権利の尊重」、「保護者の

責任」、「地域のあらゆる構成員による支援」、による 3 点を踏まえ、「すべての子どもが尊

重され、保護者の愛情に包まれて健やかに育ち、その育ちを地域全体で応援するまちにし

ます」を基本理念として、子どもの「育ち」と子育て家庭の支援、区民が子育てについて理

解と認識を深め、地域社会が一体となって子育てに取り組めることをめざしています。 

 

⑤「大田区地域福祉計画」の策定 

社会福祉法第 107 条に基づく「市町村地域福祉計画」として、大田区の高齢者、障がい

者、児童などの福祉分野の個別計画を概括する上位計画として位置づけ、施策を総合的か

つ効果的に推進するため、令和元年度からの５か年を計画期間とし、策定しました。 

社会構造の急速な変化に伴う複合化・複雑化した課題に対して、公的サービスを世代

や分野にとらわれることなく、切れ目なく提供し支援するための環境と体制の整備に取

り組むと共に、互いに認め合う「地域力」を原動力として、地域の支えあいが広がる大

田区版地域共生社会の実現を目指しています。 

 

⑥「おおた 子どもの生活応援プラン（大田区子どもの貧困対策に関する計画）」の策定 

子どもたちが自分の可能性を信じて前向きに挑戦し、笑顔で未来を切り拓いていけるよ

うに、子どもたちの必要とする機会が開かれている地域社会の実現をめざすために、平成

29 年３月に「おおた 子どもの生活応援プラン（大田区子どもの貧困対策に関する計画）」

を策定しました。同プランでは、子どもの貧困問題を地域共通の課題として捉え、すべての

子どもたちが地域社会から切り離されないよう、社会的に包み込むような支援（社会的包

摂）を実施していくこととしています。また、「気づき・見守る」、「切れ目のない支援」、「貧困

の連鎖を断ち切る」、「総合的対策を推進する」の４つの視点を持ち、子どもの貧困対策に

総合的に取り組むこととしています。 
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３ 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・若者育成支援推進法第９条に基づく子ども・若者計画であり、国が定

めた「子ども・若者育成支援推進大綱」及び「東京都子供・若者計画」を勘案して策定するも

のです。 

本計画は、大田区基本構想における目標を達成するため、青少年健全育成に関連する大

田区の諸計画・施策を横断的につなぐことにより、総合的かつ効果的な施策の推進を目指

すと共に、青少年健全育成に関わる区民活動を展開する際の指針を示すものです。 

「青少年健全育成のための大田区行動計画（第六次）」について総括評価を行い、大田区

青少年問題協議会の議論を踏まえて整理すると共に、区の上位計画である「新おおた重点

プログラム」及び関連部局で策定する分野別個別計画等と整合の上、連携して取り組みま

す。 

 

 ◆計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 お お た 重 点 プ ロ グ ラ ム  

大田区子ども・若者計画 

おおた教育ビジョン 

大田区子ども・子育て支援計画 

おおた子どもの生活応援プラン 

おおた健康プラン 

おおた障がい施策推進プラン 

大田区地域福祉計画 

「国際都市おおた」多文化共生推進プラン 

大田区男女共同参画推進プラン 

関
連
す
る
主
な
分
野
別
計
画
等 

整合 

【国】子ども・若者 
育成支援推進法・同大綱 

【東京都】子供・若者計画 

勘案 

勘案 

大 田 区 基 本 構 想  
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４ 計画の対象 

本計画の主な対象は乳幼児期から青年期としますが、青少年を取り巻く社会情勢の変化

等を勘案し、施策によってはポスト青年期*1も対象とします。 

 

ライフ 

ステージ 
乳幼児期 学童期 思春期 青年期 ポスト青年期 

年齢 0～5歳 6～11歳 12～18歳 18～29歳 30～39歳 

 

対象年齢 

 

 

 

 

 

 

５ 計画の期間 

本計画の期間は、令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

なお、社会情勢の変動等により、見直しの必要性が生じた場合は、本計画は必要に応じ

て適宜見直しを行います。 

 

 

  

                             
*1 ポスト青年期：子ども・若者育成支援推進大綱では、ポスト青年期は「青年期を過ぎ、大学等において社会

の各分野を支え、発展させていく資質・能力を養う努力を続けている者や円滑な社会生活を営む上で困難を有

する、40歳未満の者」と定義づけられている。 
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第２章 青少年を取り巻く現状と課題 

 

１ 区の総人口 

大田区の総人口及び子ども・若者の人口（0～39歳）は増加し続けており、令和2年４月

１日時点で総人口 738,128 人、子ども・若者人口は 317,317 人（43.0％）となってい

ます。また、総人口 738,128 人のうち、男性は 366,064 人（49.6％）、女性は

372,064人（50.4％）となっています。 

 

◆総人口の推移 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日時点） 
  

94,271 95,015 95,457 95,484 95,813 95,862 95,707

214,569 213,976 214,067 215,123 216,610 219,142 221,610

240,533 242,057 243,832 246,306 248,764 251,729 254,402

154,875 158,859 161,800 163,605 165,004 165,885 166,409

704,248 709,907 715,156 720,518 726,191 732,618 738,128

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年

人

0～17歳 18～39歳 40～64歳 65歳以上
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２ 対象人口の推移と見込み 

子ども・若者の人口の内訳をみると、30 歳代の人口は平成 26 年以降減少傾向にあり

ますが、ほかの年代については増加もしくは横ばいでの推移となっています。 

対象人口の今後の推計を見ると、令和 22 年頃までは増加傾向と見込まれており、対象

人口と比例して多様な課題に的確に対応できる施策の展開が求められます。  

 

 

◆計画の対象人口（０～39歳）の推移と見込み 

 

資料：実績値は「住民基本台帳（各年４月１日時点）」、推計値は「大田区人口ビジョン（平成 28年 4月）」より 

  

32,680 33,172 33,416 33,345 33,522 33,636 33,120

30,368 30,679 30,759 30,910 31,234 31,279 31,618

31,223 31,164 31,282 31,229 31,057 30,947 30,969

104,410 105,053 105,987 108,080 109,880 112,939 115,894

110,159 108,923 108,080 107,043 106,730 106,203 105,716

308,840 308,991 309,524 310,607 312,423 315,004 317,317

300,500 302,669
312,069 312,613

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和７年 令和12年 令和17年 令和22年

実績値 推計値

人

0～5歳 6～11歳 12～17歳 18～29歳 30～39歳



11 
 

３ アンケート調査結果の概要 

 

（１）実施概要 

 

本計画の策定にあたり、青少年の生活状況や自分に対する意識、就労状況などについて

アンケート調査を実施しました。実施概要については以下のとおりとなります。 

 

調 査 対 象 大田区在住の 15歳から 39歳の男女 

抽 出 方 法 上記該当者を住民基本台帳より 3,000件無作為抽出 

調 査 方 法 郵送配布、回収は郵送もしくは電子申請（WEB回答）による 

回 収 数 887件（内訳：郵送提出 496件、電子申請 391件） 

回 収 率 29.6% 

 

（２）結果概要 

 

①回答者の性別と年齢について 

回答者の性別は、「女性」が 59.3％、「男性」が 40.5％となっています。 

回答者の年齢は、「30～34歳」が25.6％と最も多く、次いで「35～39歳」が24.5％、

「25～29歳」が 21.5％となっています。 

 

■回答者の性別 

 

■回答者の年齢 

 

40.5 59.3 0.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=887

男性 女性 その他・無回答

12.9 

15.6 

21.5 

25.6 

24.5 

0.0 

0% 10% 20% 30%

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

不明・無回答

n=887
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②外出の状況について 

普段どのくらい外出するかについてみると、「仕事や学校で平日は毎日外出する」が

58.6％と最も多く、次いで「仕事や学校で週に 3～4 日外出する」が 21.5％、「普段は家

にいるが、近所のコンビニなどには出かける」が 6.8％となっています。 

 

■外出の状況 

 

 

上記結果の「普段は家にいるが、自分の趣味に関する用事のときだけ外出する」、「普段

は家にいるが、近所のコンビニなどには出かける」、「自室からは出るが、家からは出ない」、

「自室からほとんど出ない」の４項目に該当する回答者のうち、除外要件（※1）を除いた「広

義のひきこもり（※２）」に該当する件数は 5件（0.6％）となっています。 

 

○国が定義するひきこもりの該当要件 

広義のひきこもり（※2） 除外要件（※1） 

左記のうち、以下の要件に該当する場合

を除外したものを「広義のひきこもり」と

する。 

・外出しない理由が身体的病気の場合 

・自宅で仕事をしている場合 

・外出しない理由や現在の状況が妊娠、

育児、介護、看護、専業主婦（夫）、家事

手伝いに該当し、直近６か月で家族以

外の人と会話がある場合 

 

 狭義のひきこもり 

（以下の状態になって６か月以上経っている） 

 ・普段は家にいるが、近所のコンビニなどには

出かける 

・自室からは出るが、家からは出ない 

・自室からほとんど出ない 

 準ひきこもり 

（以下の状態になって６か月以上経っている） 

 ・普段は家にいるが、自分の趣味に関する用事

のときだけ外出する 

  

58.6 

21.5 

2.8 

5.5 

3.6 

6.8 

0.6 

0.2 

0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

仕事や学校で平日は毎日外出する

仕事や学校で週に3～4日外出する

遊び等で頻繁に外出する

人づきあいのためにときどき外出する

普段は家にいるが、自分の趣味

に関する用事のときだけ外出する

普段は家にいるが、近所の

コンビニなどには出かける

自室からは出るが、家からは出ない

自室からほとんど出ない

不明・無回答

n=887
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③居場所について 

居場所だと感じる場所数についてみると、全体では「５箇所」が 25.7％と最も多く、次

いで「４箇所」が 22.5％、「６箇所」が 20.1％となっています。 

また、男女ともに年齢が上がるにつれて「２箇所以下」や「３箇所」の割合が多くなる傾向

がみられます。「６箇所」の項目でみると、＜男性：15～19 歳＞では 33.3％となっていま

すが、＜男性：20～29 歳＞では 21.8％へと減少する一方、女性では、＜女性：15～19

歳＞が 10.5％であるのに対して、＜女性：20～29歳＞では 24.6％となっています。 

 

■居場所（ほっとできる場所、居心地の良い場所）だと感じている場所の数 

 

 

 

 

 

以下の６箇所の場所のうち、自分にとって居場所になっているかについて「そう思う」と「どち

らかといえばそう思う」と回答のあったものを集計した（最大で６箇所）。 

 

①自分の部屋          ②家庭（実家や親族の家を含む）   ③学校（卒業した学校含む） 

④職場（過去の職場を含む） ⑤地域（現在住んでいる場所・施設） ⑥インターネット空間 

 

 

  

10.1 15.6 22.5 25.7 20.1 6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

8.8 

10.5 

11.8 

8.8 

14.5 

18.0 

17.5 

24.2 

24.2 

14.0 

27.4 

23.0 

33.3 

21.8 

19.1 

17.5 

1.6 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性:15～19歳(n=57)

男性:20～29歳(n=124)

男性:30～39歳(n=178)

3.5 

8.9 

11.7 

7.0 

13.3 

19.2 

19.3 

24.1 

21.4 

35.1 

24.6 

27.8 

10.5 

24.6 

15.8 

24.6 

4.4 

4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性:15～19歳(n=57)

女性:20～29歳(n=203)

女性:30～39歳(n=266)

２箇所以下 ３箇所 ４箇所 ５箇所 ６箇所 不明・無回答
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④自己肯定感について 

自己肯定感の強さについてみると、全体では「8・9点」が30.4％で最も多くなっていま

す。 

性年代別にみると、<男性:20～29 歳>では、「４点以下」と「10 点以上」がともに他の

区分と比較して多くなっており、自分に対する評価の高低が表れやすい世代であることが

うかがえます。それ以外では年代や性別による傾向はあまりみられない結果となっていま

す。 

 

■自己肯定感の強さ 

 

 

 
 

 

以下の４項目の自分に対する評価の回答について、「そう思う（３点）」、「どちらかといえばそう

思う（２点）」、「どちらかといえばそう思わない（１点）」、「そう思わない（0 点）」として点数化し、

集計（最大で 12点）することで自己肯定感の高低を判定しています。 

 

①自分自身に満足している  ②自分には長所があると感じている 

③自分の考えをはっきり相手に伝えることができる 

④うまくいくかわからないことにも意欲的に取り組む 

  

13.5 19.3 14.9 30.4 20.3 

1.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

12.3 

18.5 

10.7 

19.3 

13.7 

24.7 

15.8 

8.9 

14.0 

26.3 

28.2 

32.0 

24.6 

29.0 

17.4 

1.8 

1.6 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性:15～19歳(n=57)

男性:20～29歳(n=124)

男性:30～39歳(n=178)

14.0 

12.8 

13.9 

19.3 

20.7 

16.9 

5.3 

19.2 

16.9 

36.8 

26.6 

32.7 

24.6 

19.2 

17.3 

0.0 

1.5 

2.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性:15～19歳(n=57)

女性:20～29歳(n=203)

女性:30～39歳(n=266)

４点以下 ５・６点 ７点 ８・９点 10点以上 不明・無回答
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⑤10年後の自分自身のイメージについて（居場所の数〔13ページ参照〕を分析軸として） 

「10 年後に何でも話せる人がいる」のは、居場所の数が多いほど『あてはまる（あてはま

る+どちらかといえばあてはまる）』とする傾向がみられ、特に「あてはまる」の項目は＜２

箇所以下＞で少なくなっています。 

また、「10 年後になりたい自分に近づいている」についても、居場所の数が多いほど『あ

てはまる』とする回答が多くなる傾向がみられます。 

 

■10年後、何でも話せる人がいる【居場所の数別】 

 

 
 

■10年後、なりたい自分に近づいている【居場所の数別】 

 

 

49.8 35.1 9.0 4.3 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

20.0 

43.5 

56.5 

52.6 

57.3 

50.0 

34.8 

27.5 

36.8 

34.3 

17.8 

12.3 

9.0 

7.0 

5.6 

10.0 

8.7 

5.0 

1.3 

1.7 

2.2 

0.7 

2.0 

2.2 

1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２箇所以下(n=90)

３箇所(n=138)

４箇所(n=200)

５箇所(n=228)

６箇所(n=178)

あてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらかといえばあてはまらない あてはまらない

不明・無回答

17.6 48.5 25.8 6.4 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

6.7 

13.8 

16.5 

19.3 

25.8 

36.7 

48.6 

47.5 

49.6 

52.8 

40.0 

28.3 

26.5 

25.4 

18.5 

14.4 

8.7 

7.5 

3.5 

2.2 

2.2 

0.7 

2.0 

2.2 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２箇所以下(n=90)

３箇所(n=138)

４箇所(n=200)

５箇所(n=228)

６箇所(n=178)

あてはまる どちらかといえばあてはまる

どちらかといえばあてはまらない あてはまらない

不明・無回答
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⑥現在の悩みや心配事について（自己肯定感の強さ〔14ページ参照〕を分析軸として） 

現在の悩みや心配事については、「仕事のこと」と「お金のこと」が 50％以上で多くなっ

ています。また、「特にない」は 4.8％（43件）となっています。 

 

 

■現在の悩みや心配事 

 

  

16.9 

8.9 

14.5 

54.7 

32.0 

12.3 

20.2 

52.2 

19.3 

17.5 

33.1 

15.7 

39.5 

4.1 

4.8 

1.7 

0% 20% 40% 60%

勉強のこと

進学のこと

就職のこと

仕事のこと

家族のこと

友人や仲間のこと

異性との交際のこと

お金のこと

政治や社会のこと

性格のこと

健康のこと

体力のこと

自分の将来のこと

その他

特にない

不明・無回答 全体(n=887)
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現在の悩みや心配事を自己肯定感の強さ別でみると、＜４点以下＞（自己肯定感が弱い）

では特に「仕事のこと」と「お金のこと」の割合が多く、約 70％となっています。 

そのほかにも、全体的に自己肯定感が弱い人のほうが悩みや心配事の各項目に対する

該当割合も多くなっており、自己肯定感の強い人に比べて悩みや心配事が多いことがうか

がえます。 

 

■自己肯定感の強さ【現在の悩みや心配事別】 

 

  

18.3 

12.5 

24.2 

68.3 

36.7 

21.7 

29.2 

70.0 

23.3 

39.2 

36.7 

20.0 

52.5 

2.5 

1.7 

0.0 

18.8 

6.8 

15.1 

62.3 

35.8 

13.5 

20.5 

55.0 

16.5 

22.0 

36.5 

19.1 

41.6 

3.0 

3.7 

0.0 

15.8 

10.0 

13.6 

46.3 

28.8 

9.0 

18.2 

46.2 

20.9 

7.8 

31.6 

12.5 

35.9 

5.4 

7.1 

0.2 

0% 20% 40% 60% 80%

勉強のこと

進学のこと

就職のこと

仕事のこと

家族のこと

友人や仲間のこと

異性との交際のこと

お金のこと

政治や社会のこと

性格のこと

健康のこと

体力のこと

自分の将来のこと

その他

特にない

不明・無回答

４点以下(n=120) ５～７点(n=303) ８点以上(n=450)
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⑦今の生活の充実感について 

（居場所の数〔13ページ参照〕・自己肯定感の強さ〔14ページ参照〕を分析軸として） 

今の生活の充実感についてみると、全体では「どちらかといえば充実している」が

53.4％で最も多く、次いで「充実している」が 26.8％と続いています。 

また、居場所の数別や自己肯定感の強さ別でみると、『充実している（充実している+ど

ちらかといえば充実している）』は居場所の数が多いほど、また、自己肯定感が強いほど多

い傾向がみられます。 

 

■今の生活の充実感【居場所の数別】 

 

 

 

■今の生活の充実感【自己肯定感の強さ別】 

 

 

26.8 53.4 14.5 3.5 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

16.7 

19.6 

27.0 

28.5 

32.0 

42.2 

53.6 

50.5 

57.9 

58.4 

27.8 

21.7 

15.5 

10.1 

8.4 

12.2 

4.3 

4.0 

1.3 

0.6 

1.1 

0.7 

3.0 

2.2 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２箇所以下(n=90)

３箇所(n=138)

４箇所(n=200)

５箇所(n=228)

６箇所(n=178)

充実している どちらかといえば充実している

どちらかといえば充実していない 充実していない

不明・無回答

26.8 53.4 14.5 3.5 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

5.8 

12.9 

23.5 

27.8 

57.2 

44.2 

60.8 

64.4 

61.1 

36.7 

35.0 

21.6 

11.4 

9.6 

5.0 

15.0 

4.1 

0.0 

1.5 

1.1 

0.0 

0.6 

0.8 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４点以下(n=120)

５・６点(n=171)

７点(n=132)

８・９点(n=270)

10点以上(n=180)

充実している どちらかといえば充実している

どちらかといえば充実していない 充実していない

不明・無回答
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⑧地域の愛着度と地域行事の参加状況について 

（居場所の数〔13ページ参照〕・自己肯定感の強さ〔14ページ参照〕を分析軸として） 

地域の愛着度についてみると、全体では「どちらかといえば好きである」が 48.8％で最

も多く、次いで「好きである」が 33.4％と続いています。 

また、居場所の数別や自己肯定感の強さ別でみると、『好きである（好きである+どちら

かといえば好きである）』は居場所の数が多いほど、また、自己肯定感が強いほど多い傾向

がみられます。 

地域の行事・イベントへの参加状況について地域の愛着別にみると、地域の愛着が強い

ほど、地域行事等への参加状況が高い傾向がみられます。 

 

■今の地域の愛着度【居場所の数別】 

 

 

 

■今の地域の愛着度【自己肯定感の強さ別】 

 

  

33.4 48.8 8.3 

1.6 

7.6 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

16.7 

21.7 

29.5 

41.2 

44.9 

42.2 

49.3 

51.5 

46.9 

51.1 

13.3 

15.2 

11.0 

6.1 

1.1 

3.3 

4.3 

2.0 

0.0 

0.0 

24.4 

9.4 

6.0 

4.8 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.9 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

２箇所以下(n=90)

３箇所(n=138)

４箇所(n=200)

５箇所(n=228)

６箇所(n=178)

好きである どちらかといえば好きである
どちらかといえば好きでない きらいである
わからない 不明・無回答

33.4 48.8 8.3 

1.6 

7.6 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

22.5 

29.8 

26.5 

36.7 

46.1 

54.2 

46.8 

58.3 

47.8 

41.7 

10.8 

10.5 

7.6 

7.0 

7.2 

4.2 

2.9 

0.0 

1.5 

0.0 

8.3 

9.9 

6.1 

6.7 

5.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

４点以下(n=120)

５・６点(n=171)

７点(n=132)

８・９点(n=270)

10点以上(n=180)

好きである どちらかといえば好きである
どちらかといえば好きでない きらいである
わからない 不明・無回答
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■地域行事・イベント等への参加状況【地域の愛着度別】 

 

 

 

⑨今の職場の満足度（職業体験活動*の役立ち度を分析軸として） 

現在就労されている方に今の職場の満足度をうかがったところ、「どちらかといえば満

足」が 48.1％で最も多く、次いで「どちらかといえば不満」が 24.1％となっています。 

職業体験活動の役立ち度別にみると、体験活動が役に立ったと回答した人ほど、今の職

場に対する満足度が多い傾向がみられます。 

 

■今の職場の満足度【職業体験活動の役立ち度別】 

 

  

2.7 26.7 70.2 

0.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=887)

4.7 

2.3 

0.0 

0.0 

0.0 

38.2 

24.9 

14.9 

14.3 

4.5 

57.1 

72.7 

85.1 

85.7 

95.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

好きである(n=296)

どちらかといえば好きである(n=433)

どちらかといえば好きでない(n=74)

きらいである(n=14)

わからない(n=67)

よく参加している ときどき参加している

全く参加していない 不明・無回答

18.3 48.1 24.1 5.5 2.2 

1.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=638)

31.8 

19.3 

15.7 

9.2 

16.1 

13.9 

50.0 

49.2 

51.0 

49.2 

47.3 

60.1 

15.5 

23.8 

25.5 

32.3 

26.8 

25.6 

2.7 

5.0 

5.9 

9.2 

5.4 

7.7 

0.0 

2.8 

2.0 

0.0 

3.6 

5.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.9 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役に立った(n=110)

どちらかといえば役に立った

(n=181)

どちらかといえば役に立たな

かった(n=51)

役に立たなかった(n=65)

職業に関する体験的活動は

行ったことがない(n=112)

覚えていない・わからない・

その他(n=108)

満足 どちらかといえば満足 どちらかといえば不満

不満 わからない 不明・無回答

*ここでの職業体験活動とは、実際に働く体験（インターンシップ）、起業の模擬体験、企業に勤めている人

から働くことについての講義を受けることなど、学校で行う職業に対する体験活動のことを指します。 
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（３）結果からみる考察 

 

調査結果を分析した結果、居場所の数の多さや自己肯定感の強さが生活への充実感、地

域への愛着、他者との関係や自分の将来に対する明るいイメージに影響があるということ

がわかりました。また、地域への愛着の度合いと体験的活動への参加状況についても関係

性がみてとれる結果となっています。 

これらの結果には相互に関連性が認められ、地域行事やイベント等の体験的活動へ参加

することにより地域への愛着が増し、さらに体験的活動に積極的に関わるようになるとい

う循環が生まれているものと考えられます。さらに、この循環により充実感を獲得し、自己

肯定感が向上することで、より積極的な姿勢を身に付け、循環が繰り返されていくことが

考えられます。 

一人ひとりの状況や価値観は異なりますが、体験的活動への参加等を通じて経験を積み

重ね、充実感を得て自己肯定感の向上を図るプロセスを意識した子ども・若者支援施策を

展開する必要があります。 

 

■子ども・若者の育成にあたっての循環イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

大田区・地域 

居場所の獲得 

地域への愛着 

体験的活動への参加 

自己肯定感の向上 

充実感の獲得 
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４ 青少年を取り巻く課題 

 

（１）健やかな心と体づくりと基本的な生活習慣の定着 

 

①生活習慣と食育について 

子どもの心身の健康や意欲は、正しい生活習慣のもとでの充足感のある生活が基盤と

なります。また、生活習慣づくりは、自己管理能力を身に付けていく基礎になるとともに、

食育は心身の成長と人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と身体

を培い、豊かな人間性を育んでいく基礎となることが期待されます。 

しかし、近年では、特に 20 代において朝食欠食率の高さや偏った栄養摂取といった食

生活の乱れが見られることから、子どもの頃から食に対して基本的な知識や習慣を身に付

け、健全な食生活を実践することができるよう、家庭・学校・地域が一体となり取り組むこ

とが重要です。 

 

②思春期特有の健康課題について 

思春期特有の健康課題としては、未成年による飲酒・喫煙のほか、10 代による性感染症

や人工妊娠中絶、薬物の乱用などがあげられます。このような事態を未然に防ぐためにも、

子ども・若者自身が自らの心身の健康に関心を持ち、正しい知識を持ち行動することがで

きるよう、家庭・学校・地域が協力し、周囲の大人が導くことが重要です。 

 

 

（２）自己肯定感の向上と社会的・職業的自立の実現 

 

①自己肯定感の向上について 

教育再生実行会議が平成 29 年に示した「第十次提言」では、「自己肯定感を高め、自ら

の手で未来を切り拓く子供を育む教育の実現に向けた、学校、家庭、地域の教育力の向上」

をテーマとして、子どもたちが自信をもって成長し、よりよい社会の担い手となるには子ど

もたちの自己肯定感を育む必要性があるとしています。また、自己肯定感については、「自

ら努力した結果得られる達成感や他者からの評価を通じて得られる自己肯定感」と「自分

の長短や個性を冷静に受け止めることで得られる自己肯定感」の２つの側面があるとして、

バランスよく育む取り組みを推進することが求められています。 

 

②キャリア形成の支援について 

若者が社会に出て自立し、活躍するためには、各学校段階において社会的・職業的自立

に必要とされる能力・態度を育てるキャリア教育に取り組むとともに、学校以外の場所でも

職業能力開発の機会を持つことで職を得て経済的基盤を築くことが大切です。 

しかし、平成 23 年の中央教育審議会による「今後の学校におけるキャリア教育・職業教

育の在り方について（答申）」においては、非正規雇用率の高さや若年無業者の存在などに
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より「学校から社会・職業への移行」が円滑に行われていないこと、また、未熟な職業意識・

職業観、進路意識や目的意識が希薄なまま進学する若者の増加などによる「社会的・職業

的自立」に向けた課題が指摘されおり、社会が一体となってキャリア教育・職業教育を行い、

子ども・若者のキャリア形成を支援することが重要です。 

 

③次代を担う人材育成について 

教育再生実行会議が令和元年に示した「第十一次提言」では、「技術の進展に応じた教育

の革新、新時代に対応した高等学校改革について」をテーマとして、我が国における第４次

産業革命（AIやロボティクス、ビッグデータ、IoTなど）の遅れに危機感を抱き、子どもたち

が加速化する社会の変化に対して、積極的にチャンスを見出し、活用・活躍していけるよう

教育を通じて必要な資質・能力を育成していくことが大切であるとしています。 

また、平成 27年には、国連で「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が採択され、「誰一人取り

残さない」社会の実現を目指し、地球規模の課題に全世界が共に取り組むべき普遍的な目

標が示されています。目標の達成には、社会におけるあらゆる主体が積極的な役割を果た

すことが期待されていることから、グローバルな視点や社会課題解決の視点をもった人材

の育成が求められています。 

 

（３）社会参加と豊かな人間性の醸成 

 

子ども・若者が社会体験活動等に参加することは、社会で求められるコミュニケーション

能力や自立心、主体性、協調性、チャレンジ精神、責任感、創造力、変化に対応する力、異な

る他者と協働する能力等を育むうえで効果が高い経験であるとされています。社会に参加

して自分の世界を広げることは、特に、子ども・若者が地域の中に自宅とは異なる場所で

の居場所を見出したり、自分が大人になったときの姿を周囲の大人に見出すなど、自分を

助けることにもつながることから、誰もが均等に社会に参加する機会を与えられることが

求められています。 
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（４）子どもの貧困対策 

 

厚生労働省が令和元年に実施した「国民生活基礎調査」によると、子どもの貧困率自体

は徐々に低下している傾向がみられるものの、18 歳未満の子どもがいる世帯の貧困率は

13.5％と、およそ７人に１人の割合となっています。さらに、18 歳未満の子どもと大人が

１人の世帯（ひとり親世帯）になると貧困率は 48.1％にのぼるほか、「全国ひとり親世帯等

調査」（平成 28 年度厚生労働省実施）では、ひとり親家庭の大学進学率が低い状況にある

ことが確認されています。生まれ育った家庭の経済状況等により、子どもの学習・体験の機

会に格差が生じることのないよう、また、進路の選択肢が狭まることで将来の夢が断たれ

ることがないよう、教育機会の提供、生活習慣の改善や親の就労支援など子どもを第一に

考えた包括的な支援体制が必要とされています。 

 

（５）児童虐待防止対策 

 

厚生労働省の「福祉行政報告例」によると、児童相談所における児童虐待に関する相談

対応件数は平成 30 年度に 159,838 件となり、児童虐待防止法施行前の平成 11 年度

に比し約 13.7倍の増加となっています。近年では面前ＤＶ（子どもの面前における家庭内

暴力）による子どもへの心理的虐待事案も増加傾向にあります。また、子どもの生命が奪

われる重大な虐待事件も後を絶たず、平成 30年検挙の児童虐待事件においては、被害児

童数 1,394 人のうち 36 人が死亡に至っています。児童虐待全体の加害者は実父が

43.8%で最も多いとされていますが、児童が死亡に至った事件では、実母が加害者のケ

ースが 57.5％と最も多くなっています（警察庁「少年の補導及び保護の概況」）。児童虐待

は保護者の子育ての悩みや周囲からの孤立、家庭の不和や経済的な問題など、多様な事情

が要因として考えられることから、地域社会や関係機関が一体となり、虐待の未然防止・早

期発見・早期対応など、切れ目のない支援ができる社会を築くことが必要とされています。 

 

（６）いじめと不登校対策 

 

①いじめについて 

いじめは、いじめを受けた子どもの心身の健全な成長と人格の形成に重大な影響を与

えるのみならず、その子どもの生命や身体に重大な危険を生じさせたり教育を受ける権利

を著しく侵害することにつながります。文部科学省国立教育政策研究所による「いじめ追

跡調査（2013～2015年）」によると、小学校におけるいじめの被害経験率は 40～60%

で推移しているとされています。また、近年ではスマートフォンや SNS（ソーシャルネットワ

ーキングサービス）の普及に伴い、SNS 上によるいじめへの対応も大きな課題となってい

ます。 
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②不登校について 

小・中学校の不登校児童生徒数について、文部科学省の「児童生徒の問題行動・不登校

等生徒指導上の諸課題に関する調査」によると平成 25年度から平成 30年度にかけて増

加し続けており、不登校の要因としては「家庭に係る状況」、「いじめを除く友人関係をめぐ

る問題」、「学業の不振」の順で多くなっています。不登校に至る理由が多岐にわたることか

ら、子どもの悩みや不安に気づき、受け止め、相談にあたる体制の整備が重要です。 

 

（７）ひきこもりと若年無業者の社会参加支援 

 

①ひきこもりについて 

内閣府が行った「若者の生活に関する調査（平成 27 年実施）」によると、15～39 歳に

おけるひきこもり群の出現割合は 1.57%となり、全国で 54.1 万人いるものと推計され

ました。また、ひきこもりになってからの期間が「7 年以上」とする割合が 34.7％で平成

22 年に行われた調査結果（16.9%）の倍近い値が出ており、ひきこもりの長期化が大き

な課題となっています。 

 

②若年無業者について 

総務省「労働力調査」によると、令和元年における 15～39 歳の無業者数は 74 万人に

のぼり、15～39 歳の人口に占める割合は 2.3％となっています。さらに、総務省「就業構

造基本調査（平成 29 年度）」によると、就業希望の若年無業者が求職活動をしていない理

由（病気やけが、勉強を理由とする者を除く）として、「知識・能力に自信がない」、「探したが

見つからなかった」、「希望する仕事がありそうにない」といった回答が多く、さまざまな理

由により就業に結びついていない若者に、きめ細やかに対応できるサポート体制を整える

ことが重要です。 

 

（８）犯罪被害防止と再犯防止対策 

 

①検挙・補導人員について 

刑法犯少年（犯罪少年）の検挙・補導人員は全国的にも減少傾向にありますが、警視庁

「令和元年中 少年育成活動の概況」によると、再犯者率は平成 23 年以降 30％台で上昇

傾向にあるとされています（特殊詐欺の再犯率が高いことが影響）。検挙・補導人員は減少

していますが、年齢別でみると小学生の割合が増加しています。 

 

②ＳＮＳ等による犯罪被害について 

スマートフォンや SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）などが児童生徒に急速に

普及していることに伴い、児童生徒が SNS 等の不適切な利用によるトラブルや犯罪に巻

き込まれる事例が発生しています。子どもが適切な情報の取捨選択ができるようになるだ

けでなく、情報の発信も適切に行い、被害者にも加害者にもならないよう、メディアリテラ

シーを身に付けることが重要です。 
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③麻薬等について 

警察庁の「令和元年における組織犯罪の情勢」によると、大麻事犯により検挙された 30

歳未満の人数は平成 26 年以降増加傾向にあり、令和元年は 2,559 人となっています。

また、大麻事犯で検挙された人数の約 60%が 30歳未満となっており、子ども・若者の大

麻等の乱用の実態を把握し、麻薬等の危険性や有害性について広報啓発・教育に取り組む

ことが重要です。 

 

（９）青少年の育成環境の整備に向けた地域の役割 

 

子ども・若者を取り巻く環境は一人ひとり異なるため、一人ひとりが有する困難もまた１

つ１つ異なります。貧困、いじめ、不登校、ひきこもり、自己肯定感の弱さ、虐待など課題は

多岐に及び、これらが複合的に重なり合い、一層複雑化した課題として表面化するケース

があります。また、家庭は子ども・若者の健やかな成長を支える大事な基盤ですが、地域の

つながりの希薄化や核家族化により、親が子育てを他者から学んだり支え合う機会が減少

しています。 

課題が多岐にわたり、一人ひとりの状況が異なるからこそ、横の連携を強化し、一体的か

つ柔軟に課題を解決する体制を整備することが重要です。また、地域社会においても、子

ども・若者が一人ひとり違う存在であるという多様性を認め、すべての人が包摂される共

生社会を実現することが重要です。 
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5 第六次行動計画の総括 

（１）全体の総括評価 

第六次行動計画における３つの基本目標における重点事業について、次のとおり評価を 

行いました。 

 

【指標達成状況】 

・重点事業の「モノサシ指標」の達成状況により、各事業についてA～Eの５段階評価を行

いました。                                    （単位：重点事業数） 

 基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 合計 

Ａ：目標を上回る成果・実績 2 3 2 7 

Ｂ：ほぼ目標通りの成果・実績 2 1 2 5 

Ｃ：現状値からあまり変化がなかった 1 1 2 4 

Ｄ：現状値より悪化してしまった 2 1 0 3 

Ｅ：何らかの理由により評価不可 3 1 1 5 

合計 10 7 7 24 
 

 

【総括評価】 

・定量評価だけでなく、事業の波及効果等の定性的な成果を含めて、総合的な評価を A

～Eの５段階で行いました。                        （単位：重点事業数） 

 基本目標１ 基本目標２ 基本目標３ 合計 

Ａ：目標を上回る進捗・前倒しの執行 2 3 1 6 

Ｂ：計画通りの進捗 8 3 5 16 

Ｃ：計画の６割以上の進捗 0 0 0 0 

Ｄ：計画の６割未満の進捗 0 0 0 0 

Ｅ：重大な遅れ、進捗なし、評価困難 0 1 1 2 

合計 10 7 7 24 
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各重点事業について実施した評価を基に、次のとおり総括評価を行いました。 
 
 

①子ども・若者の育成支援を担う地域ネットワークの構築 

モノサシ指標で定めた目標の達成状況をみると、目標を上回る成果・実績があったもの

が多く、青少年のニーズに対応できる体制整備が進んできていることや、地域の協力が一

定程度得られていることなどがうかがえます。一方で、相談件数の増加など、課題を抱えた

青少年が増加・顕在化しており、さらに育成支援施策を推進するとともに、より多くの主体

が関わる必要があることから、それぞれの活動主体・地域が連携し、有機的なネットワーク

を構築していくことが求められます。 

 

②増加、多様化する相談に対応しうる相談機能の強化 

各種相談事業については、新規相談窓口の開設、事業周知、アウトリーチの取り組みの効

果等により、多くの窓口において相談件数の増加がみられ、支援を必要とする青少年のニ

ーズに応えられていると推察できます。引き続き、事業周知やアウトリーチ等により相談し

やすい環境を整えるとともに、相談機関と関係機関のつながりを密に、相談から必要なサ

ポートに的確に結び付けられるよう、相談機能を強化する必要があります。 

 

③地域の参加を有機的に結びつける仕組みの充実 

「社会を明るくする運動」や「子どもガーデンパーティー」等の行事への参加者は目標を

上回る実績があり、多くの区民が参加しています。一方、「リーダー講習会」の参加者数や

「家庭・地域教育力向上支援事業」の実施団体数は伸び悩んでいます。さらなる事業周知を

行うとともに、啓発から講習会参加、講習会参加から活動へと、段階的につなげていける

仕組みを検討する必要があります。 

 

④子ども・若者の居場所、交流の場の拡充 

「中高生の居場所づくり」では、利用者数が増加、かつ実績が目標値を上回るなどニーズ

の高さが伺える事業となっています。地域の居場所、活躍の場、他者との交流の場として

機能するよう、さらなる拠点の拡充を図る必要があります。 

 

⑤新型コロナウイルス感染拡大による影響と社会情勢の変化に注視した子ども・若者支援 

新型コロナウイルスの影響により評価ができなかった事業がいくつかあります。新型コ

ロナウイルスが、青少年の生活等に与える影響（景気後退に伴う雇用情勢の変化、風評被

害・中傷、心身に及ぼす影響、ひきこもり・不登校の増加等）を注視しながら、情報通信技術

の活用を図るとともに、対面と非対面をうまく組み合わせた支援等、これまでの方法を見

直しながら、必要な施策に取り組む必要があります。 
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第六次行動計画における各重点事業について、基本目標毎に実施した評価結果は、次の

とおりとなっています。 

 

（２）基本目標１「青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します」の評価 

 

●これまでの取り組み 

〇 区立学校 88校で体力向上プログラムや規範意識向上プログラムを実施しています。 

精神保健福祉相談の相談実人数については増加傾向にあり、かつ複雑な課題を抱えるケース

が増えています。 

〇 区内各校において児童・生徒に対する個人面談を実施し、「子どもの悩みに気付くことがで

きた」との回答割合は毎年度 90％以上を維持できています。 

〇 子どもたちの成長、また、子ども・若者育成支援を担う人材を育成する観点から「小学生」、

「中高生」、「成人」を対象にしたリーダー講習会を実施しています。 

〇 中高生の居場所づくりとして、いつでも自由に立ち寄ることのできる「中高生ひろば羽田」

を開設し、利用者数は年々増加しており、実績が目標値を上回っています。 

〇 同年代の多様な文化活動の成果発表や体験ができる場として「Ｏh!!盛祭」の開催支援を行

っていますが、令和元年度は新型コロナウイルスの影響により中止となっています。 

 

●現状と課題 

〇 朝食を摂らない中学生の割合は、直近で把握している値では東京都平均よりも高く、増加の

傾向がみられます。また学校によっても取り組みの温度差がみられるため、全区的な食育推

進の取り組みを行う必要があります。 

〇 各小中学校において実施している精神保健福祉相談件数の増加は、事業周知やスクリーニ

ングの成果といえますが、件数の増加に対応したサポート体制を整えることが必要です。 

〇 児童・生徒に対し各小中学校において実施している個人面談では、「子どもの悩みに気付く

ことができた」との回答割合が90％以上を維持できているものの、わずかに減少の傾向がみ

られることから、スクリーニングの一環として面談者の資質向上を図る必要があります。 

〇 リーダー講習会においては、特に中高生対象の講習会の参加率が減少しています。人材の養

成・確保の観点から、講習会により多くの区民に参加してもらえるよう、ニーズの把握ととも

に、講座内容のブラッシュアップを行う必要があります。 

〇 中高生の居場所に対するニーズが高いことから、地域の居場所、世代間交流の場所等のさ

らなる拡充が必要です。 
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基本目標１のうち重点事業ごとのモノサシ指標の達成状況については、次のとおりとな

っています。 
 

重点事業 事業内容 
モノサシ 

指標 

実績値 目標値 

平成 

28 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

1 

食育の推進、

基本的生活習

慣の確立 

〔指導課〕 

学校教育のあらゆる機会

を通して食育を推進する。

全校に食育推進チームを

組織し、学校における食育

を推進する中核となる食

育リーダーを配置し、食育

に関する指導の全体計画

と各学年の年間指導計画

を作成・実施。また、年 2

回、5 月・10 月を「早寝、

早起き、朝ごはん月間」と

し、家庭における基本的生

活習慣の啓発を図る。 

中学校に

おける、朝

食を摂ら

ない人数

の割合 

2.6% 未実施 2.3% 

2 

精神保健福祉

相談 

〔地域健康課〕 

本人及び家族などを対象

に、精神科医師による相

談。ひきこもり・嗜癖・自

殺企図・思春期に関する相

談等を実施する。 

相談実数 実 34 人 実 61 人 実 20 人 

3 

児童・生徒に

対する個人面

談の実施 

〔指導課〕 

学校生活調査（メンタルヘ

ルスチェック）や個人面談

を通して、児童・生徒一人

ひとりの日常生活の様子

やよい面、悩みや不安など

を把握し、児童・生徒の心

に寄り添った支援をする。 

「子ども

の悩みに

気付くこ

とができ

た」回答割

合 

97.5% 

※新型コ

ロナウイ

ルスの影

響により

未実施 

毎年 90%

以上 

4 

体力向上プロ

グラムの実施 

〔指導課〕 

体力向上プログラム及び

食育推進計画に基づき、児

童・生徒一人ひとりの健康

の増進と体力の向上をめ

ざす。 

実施校数 88 校 88 校 88 校 

5 

リーダー講習

会（成人対象） 

〔地域力推進課〕 

青少年とインターネット、

スマホ問題、青少年の居場

所等について学ぶ青少年

教育指導者セミナーや体

験活動の重要性を学ぶ自

然体験キャンプセミナー

を実施し、地域の青少年活

動に関わる指導者・世話人

の育成と資質の向上を図

る。 

参加者数 42 人 51 人 70 人 
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重点事業 事業内容 
モノサシ 

指標 

実績値 目標値 

平成 

28 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

6 

規範意識向上

プログラムの

実施 

〔指導課〕 

各学校は、道徳教育全体計

画の中に、規範意識向上プ

ログラムを位置付け、道徳

教育の一層の充実を図り、

児童・生徒一人ひとりに社

会のルールやマナーを身

に付けさせる。 

道徳教育

年間指導

計画にの

っとった

道徳授業

の実施 

大田区立

学 校 88

校 で 35

時間以上

（小学校

１ 年 は

34 時 間

以上） 

大田区立

学 校 88

校 で 35

時間以上

（小学校

１ 年 は

34 時 間

以上） 

大田区立

学校 88

校で 35

時間以上

（小学校

１ 年 は

34 時 間

以上） 

7 

リーダー講習

会（小学生対

象） 

〔地域力推進課〕 

社会活動、野外活動を中心

として、異年齢間の交流、

協調、グループワークの楽

しさ等を体験する機会と

して実施する。 

参加率 

（対定員

300 名） 

84.0% 60％ 
毎年 90％

以上 

8 

Ｏｈ！！盛祭

の開催支援 

〔地域力推進課〕 

青少年自らが中心となっ

て、企画・運営にあたる当

該事業をさらに充実・発展

させるため支援する。 

参加者数 1,400 人 

※新型コロ

ナウイルス

の影響によ

り中止 

約 1,200 人 

9 

中高生の居場

所づくり 

〔子育て支援課〕 

児童館で実施している中

学生タイムをはじめ、子ど

も交流センター等の大規

模児童館において、中高生

の交流活動支援を実施す

る。 

利用者数 19,861 人 23,874 人 約 20,000人 

10 

リーダー講習

会（中高生対

象） 

〔地域力推進課〕 

野外活動、ゲーム指導実

習、講義、グループ活動、

宿泊実習などを通して、リ

ーダーとしての心構えや

指導技術を身につける。

（通称「ティーンズぱわー

あっぷセミナー」） 

参加率 

（対定員

80 名） 

62.5％ 

 

40.0% 

※新型コロ

ナウイルス

の影響によ

り冬季開催

中止 

毎年 70％

以上 
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（３）基本目標２「支援を必要とする青少年をサポートします」の評価 

 

●これまでの取り組み 

〇 障害のある青少年の相談支援では、平成 31 年３月に障がい者総合サポートセンターの「さ

ぽーとぴあ B 棟」を開設し、相談受入れ体制を拡充したことにより、令和元年度の発達障害相

談件数が大幅に増加しています。 

〇 児童・思春期相談件数や「大田区生活再建・就労サポートセンターJOBOTA」による新規相

談件数においても相談件数は増加の傾向がみられるなど、支援を必要とする青少年が少しず

つ相談につながっていることが伺えます。 

〇 社会を明るくする運動の参加者数は順調に増加しており、令和元年度時点で目標値を上回

る実績となりました。 

〇 多言語相談事業では計画期間における利用者数が減少しています。 

〇 子ども学習支援事業の計画期間における利用者数は増加傾向にあります。 

 

●現状と課題 

〇 各種相談件数が増加傾向にあることから、支援を必要とする青少年が相談窓口につながる

ようアウトリーチを拡充させるとともに、相談件数の増加、複雑化等に対応できるサポート体

制を整えることが必要です。 

〇 引き続き、社会を明るくする運動や更生の意義等についての周知を図るため、工夫をこらし

た啓発活動が求められます。 

〇 多言語相談事業について、利用者数の伸びはみられないものの、新型コロナウイルスの影響

に伴う景気低迷を反映した生活維持、就労等新たなニーズも予想されることから、事業のさ

らなる周知を図り、区内在住外国人の支援を図る必要があります。 

〇 子ども学習支援事業については、新型コロナウイルスの影響により、学習支援のスタイルを

変更しながら対応していますが、引き続き一人ひとりの学習習熟度にあわせた学習支援や高

校進学後のフォローを実施していくことが必要です。 
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基本目標２のうち重点事業ごとのモノサシ指標の達成状況については、次のとおりとな

っています。 
 

重点事業 事業内容 
モノサシ 

指標 

実績値 目標値 

平成 

28 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

1 

相談窓口の充

実 

〔障害福祉課・

障がい者総合サ

ポートセンター〕 

発達障害をはじめ、障がい

のある青少年の相談窓口

として支援を行う。 

発達障が

い相談延

件数 

※発達障

がいの 18

歳未満の

相談件数 

99 件 

581 件 

（内訳： 

A 棟 44 件、

B棟 537件） 

200 件 

2 
個別相談 

〔地域健康課〕 

地区担当保健師が電話、来

所、訪問等により相談を随

時受け付けている。 

保健師に

よる児童・

思春期相

談数 

家庭訪問 

実 10 件 

延 17 件 

所内相談 

延 84 件 

電話相談 

195 件 

家庭訪問 

19 件 

 

所内相談 

123 件 

電話相談 

221 件 

家庭訪問 

40 件 

 

所内相談 

80 件 

電話相談 

270 件 

3 

社会を明るく

する運動の推

進 

〔総務課〕 

犯罪と非行防止、罪を犯し

た人たちの更生に理解を

深め、それぞれの立場で、

犯罪や非行のない明るい

社会を築こうとする全国

的な運動に、保護司会を中

心とした大田区推進委員

会を 設置し、運動の推進

を図る。 

各関係行

事延べ参

加者数 

14,464 人 34,754 人 20,000 人 

４ 

児童虐待防止

ネットワーク

の充実 

〔子ども家庭支

援センター〕 

大田区要保護児童対策地

域協議会（代表者会議･実

務者会議等）を開催し、児

童虐待防止ネットワーク

を構築する。 

※指標設

定なし 
－ － － 

５ 

多文化共生推

進センターの

運営 

〔国際都市・多

文化共生推進課

（国際都市おお

た協会）〕 

多文化共生施策を推進す

るため、交流機会・学習機

会の提供や身近な相談機

能などを備えた施設を運

営する。 

多言語相

談（教育・

学校）件数 

174 件 154 件 240 件 
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重点事業 事業内容 
モノサシ 

指標 

実績値 目標値 

平成 

28 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

６ 

生活再建・就

労サポートセ

ンターＪＯＢ

ＯＴＡ 

〔蒲田生活福祉課〕 

様々な理由により経済的

に困窮し、生活・仕事・住

まいなどについての悩み

を抱える方に対し、支援員

が相談を受け、その人の課

題解決をサポートする。ま

た、相談者の就労を支援す

るほか、ひきこもりや就労

に不安のある方等に対し、

日常生活・社会生活自立訓

練、職場体験などの就労準

備支援事業を行う。 

新規相談

件数（10

代・20 代） 

126 件 177 件 110 件 

７ 

子ども学習支

援事業 

〔蒲田生活福祉課〕 

生活困窮状態にある世帯

の子ども達に対して、の学

習支援を通じて、基礎学力

の定着と高校進学の支援

を行います。また、生活習

慣・社会性の育成など、社

会生活の基礎を身に付け

る支援も併せて実施しま

す。将来の進路選択の幅を

広げることと併せて、貧困

の世代間連鎖を防ぐこと

を目的とします。 

利用者数 

129 人 

(平成 29

年度) 

151 人 160 人 
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（４）基本目標３「青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します」の

評価 

 

●これまでの取り組み 

〇 子どもガーデンパーティーは事業実施までの活動を通して、地域の絆が深まるとともに、子

どもたちが地域の手づくりのお祭りを楽しみ、地域に愛着を持つ貴重な機会となっており、参

加者数は目標値を上回っています。 

〇 学校支援地域本部（スクールサポートおおた）において、新任研修やコーディネーター研修・

交流会を実施しました。また、「スク・サポ通信」を発行し、各校の取組みの紹介等情報提供を

行ったほか、リーフレットの配布により、事業の周知に取り組んでいます。 

〇 こども SOSの家事業については、事業周知により例年協力員の微増がみられます。 

〇 家庭・地域教育力向上支援事業では、各関係団体の事業活動において、子育てや子どもに関

わる様々な課題等をテーマに取り上げて講演会・学習会を実施しています。実施団体数は横

ばいで推移しています。 

〇 区民活動コーディネーター養成講座の延べ受講者数は増加傾向にあり、区民活動を発展さ

せる環境の整備が進みました。 

 

●現状と課題 

〇 子どもガーデンパーティーは、より多くの区民に周知し、来場者数の増加を図るとともに、協

力部局の拡大を図り、展示・体験ブース等のさらなる内容の充実を進める必要があります。ま

た、各地域の PRアイテム・手法を工夫する必要があります。 

〇 スクールサポートおおたは、活動が活発でない学校への支援を行うとともに、地区別等のネ

ットワークづくりを進める必要があります。 

〇 こどもSOSの家事業は、子どもの緊急時の避難場所としてのさらなる事業周知を図るため

の広報活動の強化や協力員の増加に向けた説明会の実施等、継続的な取組みが必要です。 

〇 家庭・地域教育力向上支援事業は、地域で活動する団体への事業の周知を行い、講演会や学

習会の実施団体数の増加を図る必要があります。 

〇 区民活動コーディネーター養成講座については、区民活動団体運営、活動手法等に関するス

キルアップに向けた段階的な講座運営を推進すると共に、地域活動の継続化に向けた関係機

関との連携が課題となります。 
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基本目標３のうち重点事業ごとのモノサシ指標の達成状況については、次のとおりとな

っています。 
 

重点事業 事業内容 
モノサシ 

指標 

実績値 目標値 

平成 

28 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

1 

子どもガーデ

ンパーティー

の開催 

〔地域力推進課〕 

子どもたちの日常生活に

潤いを与え、楽しく地域の

人たちと一緒に活動する

体験を提供する。子どもた

ちの社会参加の芽を培う

とともに、大人同士の交流

を深め、コミュニティづく

りのきっかけとする。 

参加者数 59,462 人 62,738 人 約 60,000 人 

2 

学校支援地域

本部（スクー

ルサポートお

おた）の充実 

〔教育総務課〕 

学校の教育活動の一層の

充実のため、地域全体で学

校を支援する仕組みとし

て学校支援地域本部を設

置する。学校支援地域本部

には学校支援コーディネ

ーターを置き、ボランティ

アとの連絡調整などを行

う。補習教室、図書室の整

理、土・日曜日のワークシ

ョップ等様々な活動を支

援する。 

学校支援

地域本部

による活

動に参加

した地域

ボランテ

ィアの数 

46,689 人 53,292 人 45,000 人 

3 

青少年をめぐ

る環境浄化推

進活動の充実 

〔地域力推進課〕 

毎年３月１日～10 日まで

を強調旬間とし、広く区民

に青少年健全育成の重要

性を訴え、青少年を取り巻

く社会環境の浄化に理解

と協力を求めている。その

ほか、青少年をめぐる環境

浄化推進委員会と連携し

て、有害図書等の自粛要請

を行う。 

青少年健

全育成大

会参加者

数 

423 人 

大田区青少

年表彰式は、

新型コロナ

ウイルスの

影響により

開催中止 

500 人 

4 

こどもＳＯＳ

の家事業 

〔地域力推進課・

防災危機管理課〕 

子どもたちが地域におい

て犯罪等に巻きこまれる

ことを防ぐための緊急避

難場所、気軽に相談ができ

る場所として設置する。 

協力員の家にステッカー

を表示し、犯罪の抑止力を

高め、安全な地域環境の醸

成を目指すとともに子ど

もたちの健全育成を図る。 

登録件数 2,455 件 2,630 件 3,000 件 
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重点事業 事業内容 
モノサシ 

指標 

実績値 目標値 

平成 

28 年度 

令和 

元年度 

令和 

2 年度 

5 

子ども会活動

などへの支援 

〔地域力推進課〕 

子ども会などのグループ

活動のリーダーが安心し

て活動できるように、損害

賠償責任保険及び傷害保

険制度を設け、地域の青少

年団体活動を支援する。ま

た、子ども会交歓会など地

域の青少年育成活動や地

域のジュニアリーダーク

ラブの育成・活動への支援

を行う。 

子ども会

リーダー

保険加入

団体数 

88 件 83 件 100 件 

6 

家庭・地域教

育力向上支援

事業 

〔教育総務課〕 

ＰＴＡや自主学習グルー

プ等に、家庭や地域の教育

に関する学習会等の事業

を委託し、家庭や地域の教

育力向上を図る。 

実施団体

数 
22 団体 

 

19 団体 

※感染症感

染抑制のた

め、4 団体実

施できず 

40 団体 

7 

区民活動コー

ディネーター

養成講座 

〔地域力推進課〕 

自治会・町会に加え、専門

性を持つ団体、ＮＰＯや事

業者など、地域での連携・

協働を推進するため、他団

体との「つなぎ役」となる

人材の育成を図る。 

区民活動

コーディ

ネーター

養成講座

の受講者

延べ数 

258 人 356 人 372 人 
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第３章 施策の展開 

 

１ 計画の基本理念 

子ども・若者の一人ひとりが持つ能力を生かし、自立し、未来を切り拓いていける社会に

していくことが子ども・若者育成支援の最大の目標です。 

目標の実現に向け、子ども・若者が成長していく過程で身に付けなければならないこと

は多数ありますが、とりわけ社会との関わりを自覚し、多様な他者と連携・協働しながら生

きていく力をつけることが重要です。そのためには多様性を認め、他者を思いやる寛容の

心を育むことが重要であり、人と人とのふれあいの中で育んでいく必要があります。 

また、地域での活動や人とのふれあいの中で自分の居場所や役割を見出し、コミュニテ

ィの一員としての自覚や自己肯定感を育むとともに、多角的な視点や国際社会の一員とし

ての自覚を促すことも重要です。 

新型コロナウイルス感染拡大による産業、労働、教育、生活を含むあらゆる面でもたらさ

れた急速な変化は、新しい生活様式への移行により利便性、効率性が向上する一方で、予

測が困難な将来への不安をはじめ、子ども・若者の心身に様々な影響を及ぼしています。 

オンライン配信での学習の機会やリモート会議の推進、ＳＮＳ等の情報通信機器を活用し

た相談体制の整備等、情報通信機器を活用した育成支援を推進する一方で、体験的活動に

よる人とのふれあいの機会や自己肯定感を育む機会の確保等をバランスよく組み合わせ

ながら、子ども・若者の育成支援に向け取り組んでいく必要があります。 

     先行きが不透明な時代の中でも、全ての若者が持てる能力を活かしてチャレンジと試行 

錯誤を繰り返しながら自己肯定感を育み、社会との関わりを自覚し、自立した個人として未 

来を切り拓いていけるよう、本計画では下記を目指す青少年像とし、３つの基本目標を柱と 

します。 

 

【目指す青少年像】 

 

心身ともに健やかで、地域社会の一員としての自覚や 

他者への思いやりの心と規範意識を持ち、自立的に 

行動できる青少年 
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２ 基本目標 

１ 目標設定の視点 

本計画では、「青少年健全育成のための大田区行動計画（第六次）」の総括評価や青少年問

題協議会等での意見を踏まえ、青少年を取り巻く現状と課題に対応するため、①子ども・若者

への支援、②支援を必要とする当事者及びその家族を含めた支援、③子ども・若者を取り巻く

地域との連携に基づく支援という３つの視点から目標を設定しています。 

 

基本目標１ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

青少年の健やかな成長には、心と体の調和のとれた発達が大切です。この基礎のうえに、青

少年が自立した個人として、他者と共に社会を築いていく主体として成長していけるように支

援します。 

 

基本目標２ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

青少年は、小学生期、中学生期など、それぞれの成長過程にある課題を克服しながら成長し、

社会的・職業的に自立していきます。 

しかし、個々の青少年を取り巻く環境は様々であり、問題を乗り越えることに時間を要した

り、また、乗り越えることが難しい場合もあります。 

支援を必要とする青少年やその家族の状況を的確に把握するとともに、長期的な視点から

課題の全体像を見通し、切れ目のない支援を行っていきます。 

 

基本目標３ 青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します 

青少年は、社会の中で大切に育まれるべき存在です。青少年にとっての最善の利益を考え、

区民相互の連携・協働によって、青少年を温かく見守り、地域力を活かしながら、その成長を

支援していく環境や体制づくりに取り組みます。 
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３ 計画推進にあたっての基本的視点 

 

（１）多様性と一人ひとりの最善の利益を尊重する視点 

子ども・若者を 1 人の人間として、大人と共に生きるパートナーとして捉え、違いを認め合

う多様性の視点に基づき、子ども・若者の将来を見据え、最善の利益を考慮した支援を行いま

す。また、子ども・若者が地域社会の一員としての自覚を持ち、自立した個人としての自己を

確立し、他者とともに次代を担うことができるよう必要な支援を行います。 

 

 

（２）一人ひとりの状況に応じた切れ目のない支援の視点 

困難を有する子ども・若者及びその家族への支援にあたっては、ライフステージを見通した

切れ目のない支援を行うとともに、一人ひとりの置かれた状況等を総合的に把握した上で、

関係機関が連携し、必要な支援の提供に向け取り組みます。 

 

 

（３）社会全体で支援に取り組み誰一人取り残さないという包摂的支援の視点      

 

子ども・若者が健やかに成長することができるよう、良好な家庭的環境や社会環境の形成

に努めます。また、地域におけるすべての構成員（地域、企業、団体、関係機関、行政等）がそ

れぞれの特色を活かして役割を果たし、相互・補完的に子ども若者を育成・支援する包括的な

連携体制の整備に取り組みます。 

 

 

（４）新型コロナウイルス感染症を契機とした新たな発想に基づく対策の視点 

新型コロナウイルス感染症による経済停滞の局面から回復期に至るには数年を要する可能

性があり、新たな生活様式の導入、デジタル化の推進等に伴い、従前の価値観やライフスタイ

ルがますます多様化することが見込まれます。新型コロナ感染症を契機とし、従前の施策、事

業に関する見直しを進め、地域、行政機関、関係団体等での連携を推進し、新たな発想に基づ

く対策等に取り組んでいきます。 
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４ 計画と SDGsの関係 

ＳＤＧｓとは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のために、

国連により 2030年に向けて設定された国際目標で、17の分野別目標が掲げられています。 

ＳＤＧｓがめざす目標や方向性は本計画における子ども・若者施策における目標や方向性と共

通する部分が多いことから、本計画において各施策と SDGs の分野別目標との関連を明確に

し、持続可能な社会の構築という視点をもって計画を推進していきます。 

 

 

 

持続可能な開発目標（SDGs）とは，2001 年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）

の後継として，2015 年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」にて記載された 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国

際目標です。17 のゴール・169 のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残

さない（leave no one behind）」ことを誓っています。 SDGs は発展途上国のみなら

ず，先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり，日本としても積極

的に取り組んでいます。 

（外務省ホームページより引用） 
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●SDGsの 17個の分野別目標の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標 1【貧困】 

あらゆる場所あらゆる形態の

貧困を終わらせる 

目標２【飢饉】 

飢餓を終わらせ、食料安全保障

及び栄養の改善を実現し、持続

可能な農業を促進する 

目標３【保健】 

あらゆる年齢のすべての人々

の健康的な生活を確保し、福祉

を促進する 

目標４【教育】 

すべての人に包摂的かつ公正

な質の高い教育を確保し、生涯

学習の機会を促進する 

目標５【ジェンダー】 

ジェンダー平等を達成し、すべ

ての女性及び女児のエンパワ

ーメントを行う 

目標６【水・衛生】 

すべての人々の水と衛生の利

用可能性と持続可能な管理を

確保する 

目標７【エネルギー】 

すべての人々の、安価かつ信頼

できる持続可能な近代的なエネ

ルギーへのアクセスを確保する 

目標８【経済成長と雇用】 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びす
べての人々の完全かつ生産的な雇用と
働きがいのある人間らしい雇用（ディ
ーセント・ワーク）を促進する 

 
目標９【インフラ、産業化、イノベーション】 

強靭（レジリエント）なインフラ
構築、包摂的かつ持続可能な産業
化の促進及びイノベーションの推
進を図る 

目標 10【不平等】 

国内及び各国家間の不平等を

是正する 

目標 11【持続可能な都市】 

包摂的で安全かつ強靭（レジリ

エント）で持続可能な都市及び

人間居住を実現する 

目標 12【持続可能な消費と生産】 

持続可能な消費生産形態を確

保する 

目標 13【気候変動】 

気候変動及びその影響を軽減

するための緊急対策を講じる 

目標 14【海洋資源】 

持続可能な開発のために、海

洋・海洋資源を保全し、持続可

能な形で利用する 

目標 15【陸上資源】 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利
用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠
化への対処ならびに土地の劣化の阻止・
回復及び生物多様性の損失を阻止する 
 

目標 16【平和】 
持続可能な開発のための平和で包摂的
な社会を促進し、すべての人々に司法へ
のアクセスを提供し、あらゆるレベルに
おいて効果的で説明責任のある包摂的
な制度を構築する 
 

目標 17【実施手段】 

持続可能な開発のための実施

手段を強化し、グローバル・パ

ートナーシップを活性化する 

出典元：外務省国際協力局「持続可能な開

発のための 2030アジェンダと日本の取組」

（平成 29（2017）年３月） 
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５ 計画書の見方 

各個別目標ごとに、「関連するＳＤＧｓ（アイコン）」、「現状と課題」、「今後の方向性」、「目標を

構成する事業」、「重点事業」の５項目を記載しています。なお、重点事業以外の事業内容につ

いては第４章（○ページ）の施策一覧に記載してあります。 

  
 

 

 

 

 

基 本 目 標 Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

個別目標 Ⅰ-４  コミュニケーション能力の向上を図ります 

 

 

■現状と課題 

国際化が進み、多種多様な価値観や文化への理解が一層求められています。子ども

たちが誰に対しても思いやりの心を持つことや、多様性を尊重し自分と異なる意見や

立場を大切にするとともに、思考力、判断力、表現力等を育成する必要があります。 

また、自分や相手の考えを相互に伝え合い、理解できるよう言語活動を充実すると

ともに、人間関係力の基礎となるコミュニケーション能力の向上が求められています。 

 

■今後の方向性 

青少年が、かけがえのない今を充実して生き、次代の中心的な担い手として成長し

ていくためには、「自分の考えをしっかり表明する力」、「他者の意見を聴く力」、「考え方

の違いを尊重しながら、相互理解を進める力」を兼ね備えたコミュニケーション能力を

身に付けていくことが不可欠です。 

そのため、異世代との活動を通じた交流や、企画、運営を含む様々な活動体験の機

会を提供することにより、自ら考え、他者と協力し合いながら活動していく意欲やスキ

ル等を習得し、青少年が他者と豊かに関わりあえるような支援を行います。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ リーダー講習会（小学生対象） 

２ リーダー講習会（中高生対象） 

3 子ども交歓会 

4 読書活動の充実 

5 国際理解教育の推進 

6 中学生職場体験の充実 

 

重 点 

重 点 

再 掲 

再 掲 

新・重 

重 点 

■重点事業 

 

事業名 
リーダー講習会 

（小学生対象） 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

社会活動、野外活動を中心として、異年齢間の交流、協調、グループワークの

楽しさ等を体験する機会として実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■定員に対する参加率（％） 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

60％ 
    

80% 

 

■基本目標 

めざす青少年像の実現に
向けて設定した３本の基本
目標を示しています。 
 

■個別目標 

基本目標を構成するさら
に細分化された個別の目
標を示しています。 
 

■関連する SDGs 

個 別 目 標 に 関 係 す る
SDGs の分野別目標のア
イコンを示しています。 

■現状と課題 

個別目標に関する子ども・
若者を取り巻く現状・課題
について示しています。 
 

■今後の方向性 

個別目標がめざす方向性
を示しています。 

■目標を構成する事業 

目標達成のために構成す
る事業を示しています。 
重点事業には「重点」、新規
事業には「新規」、新規かつ
重点の事業には「新重」、再
掲事業には「再掲」のアイコ
ンを記載しています。 

■重点事業 

重点に該当する事業は、
「事業名」、「所管課」、「関
係する SDGs の分野別目
標のアイコン」、「事業内
容」、「モノサシ指標」を示し
ています。 
「モノサシ指標」では、計画
の最終年度である令和７
年度の目標値を示してい
ます。 
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6 基本目標と方向性（計画の体系） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標Ⅰ Ⅰ- 1 基本的な生活習慣を身につけることを支援します 

Ⅰ- 2 健やかな心と体づくりを支援します 

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長
と 

社
会
的
自
立
を
支
援
し
ま
す 

Ⅰ- 3 社会的・職業的自立と次代を担う人材の育成 

Ⅰ- 4 コミュニケーション能力の向上を図ります 

Ⅰ- 5 社会参加と共生を促進します 

Ⅰ- 6 社会貢献する心を育みます 

基本目標Ⅱ Ⅱ- 1 障がいのある青少年への支援の充実を図ります 

支
援
を
必
要
と
す
る
青
少
年
や 

そ
の
家
族
を
サ
ポ
ー
ト
し
ま
す 

Ⅱ- 2 いじめ、不登校対策等の充実を図ります 

Ⅱ- 3 非行・犯罪防止対策と立ち直り支援の充実を図ります 

Ⅱ- 4 児童虐待防止を進めます 

Ⅱ- 5 誰も自殺に追い込まれることのない社会（大田区）を実現します 

 

Ⅱ- 6 外国人の青少年等を支援します 

Ⅱ- ７ ひとり親家庭、子どもの貧困対策の充実を図ります 

Ⅱ- ８ ひきこもりや若年無業者対策の充実を図ります 

その他、特に配慮を要する青少年・家族を支援します Ⅱ- ９ 

基本目標Ⅲ Ⅲ- 1 区民相互の絆を深め、地域力を高めます 

青
少
年
の
健
や
か
な
成
長

を
地
域
で
支
え
る
た
め
の

環
境
を
整
備
し
ま
す 

Ⅲ- 2 安全で安心な環境をつくります 

Ⅲ- 3 青少年を育成する活動を支援します 

Ⅲ- 4 多様な団体が連携・協働する地域づくりを進めます 

ネットワークの構築と相談体制の充実 Ⅲ- ５ 

めざす 

青年像 

心身ともに健やかで、地域社会の一員としての自覚や、 

他者への思いやりの心と規範意識を持ち、 

自立的に行動できる青少年 
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基 本 目 標 Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

個別目標 Ⅰ-１  基本的な生活習慣を身につけることを支援します 

 

 

 

■現状と課題 

就寝時間が遅くなるにつれ朝食をいつも食べる人の割合は減少しており、睡眠習慣

を含む基本的な生活リズム全体の見直しや、子どもの頃からの正しい食習慣の確立が

重要とされています。 

朝食を摂らない中学生の割合は、直近で把握している大田区における値では東京都

平均よりも高く、増加の傾向がみられます。全区的な食育推進活動に取り組むと共に、

健康的な食生活への理解や関心を深めるための活動や広報活動等のさらなる取り組

みを行う必要があります。 

 

■今後の方向性 

子どもの心身の健康や意欲は、正しい生活習慣の下での充足感ある生活が基盤とな

り、生活習慣づくりは自己管理能力を身に付けていくことの基礎になります。 

健康3原則といわれる「調和の取れた食事」「適切な運動」「十分な休養」を踏まえ、青

少年が基本的な生活習慣を身に付けられるように、食育の充実、早寝・早起きの習慣づ

くりを支援します。 

都市化や核家族化の進展により、親となる世代の子育て経験が不足していることも

指摘されることから、子育て・家庭教育等に関する学習会や幼児と保護者を対象に、遊

びや発達等に関する講座開催にも取組みます。 

 

■目標を構成する事業 
 

No. 事業名 

１ 「早寝・早起き・朝ごはん月間」の実施 

２ 食育の推進、基本的生活習慣の確立 

3 保育園における食育指導 

4 児童館における食育指導 

  

重 点 
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■重点事業 

 

 

事業名 
食育の推進、基本的生活 

習慣の確立 
所管課 指導課 

事 業 

内 容 

学校教育のあらゆる機会を通して食育を推進します。全校に食育推進チーム

を組織し、学校における食育を推進する中核となる食育リーダーを配置し、

食育に関する指導の全体計画と各学年の年間指導計画を作成・実施します。

また、年 2 回、5 月・10 月を「早寝、早起き、朝ごはん月間」とし、家庭におけ

る基本的生活習慣の啓発を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■食育の推進、基本的生活習慣の確立に向けた取組の実施 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

88校 

    

88校 
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基 本 目 標 Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

個別目標 Ⅰ-２  健やかな心と体づくりを支援します 

 

 

■現状と課題 

青少年の成長のためには、心と体が健康であることが基本です。 

体力は、様々な活動の源であるとともに、健康維持のほか意欲や気力等の充実にも

大きく関係する要素です。「東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査」に

よると、大田区中学生の体力・運動能力の合計点は増加傾向にありますが、引き続き、

一人ひとりの子どもの成長に配慮しながら、基礎体力を向上させ、生涯にわたり心身と

もに健康な生活を送ることができるように支援することが必要です。 

また、困難を抱えている子ども・若者がいつでも相談できるよう多様な相談体制を

整備し、社会全体で受け入れ、支えるとともに、心の健康を図るための支援を行うこと

が必要です。 

 

 

■今後の方向性 

青少年が社会との関わりに適応し、自らの力で生きていくことができる強くしなやか

な心を育むため、心と体両面からの相談体制の充実や啓発に取り組みます。 

また、健康な体づくりや基礎的な体力を身に付けることは、健康的な生活を送る上で

有効であり、物事に取り組む意欲や気力を充実させることにもつながります。 

そのため、青少年の成長や発達に必要な体力の向上を図るため、各種スポーツ教室

など青少年がスポーツに親しむ機会や拠点の充実はもとより、体力向上に向けたプロ

グラムの実施等を推進します。 

さらに、歯科医師会と連携した啓発事業や医師会や医療機関と提携して、引き続き、

青少年に対し良質な医療を提供できる体制づくりに取り組みます。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 精神保健福祉相談 

２ みんなでよい歯のまちづくり事業 

3 すこやか赤ちゃん訪問 

重 点 
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No. 事業名 

4 出産・育児支援事業 

5 乳幼児健康診査 

6 乳幼児歯科相談 

7 乳幼児歯科健康診査・う蝕予防 

8 予防接種 

9 乳幼児経過観察健康診査 

10 乳幼児保健指導 

11 39歳以下基本健診 

12 育児学級等 

13 地域（出張型）健康教育 

14 乳幼児発達健康診査 

15 エイズ／ＨＩＶ、ＳＴＩ（性感染症）の予防啓発の充実 

16 はねぴょん健康ポイント 

17 新成人ピロリ菌検査 

18 体力向上プログラムの実施 

19 児童・生徒に対する個人面談の実施 

20 教育相談の充実 

21 がん教育（喫煙防止など）の実施 

22 成人歯科健康診査 

23 歯周病予防教室 

  

新 規 

新 規 

新・重 
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■重点事業 

 

 

事業名 精神保健福祉相談 所管課 地域健康課 

事 業 

内 容 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師による相談。ひきこもり・嗜癖・

自殺企図・思春期に関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■精神保健福祉相談（児童・思春期）の実人数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

実 50人 

    

実 50人 

 

事業名 はねぴょん健康ポイント 所管課 健康づくり課 

事 業 

内 容 

18 歳以上の区内在住、在勤の方を対象にウォーキングの歩数や毎日の健康

活動などをポイント化し、抽選で景品と交換できる仕組みをつくることで、楽

しみながら健康づくりに取り組むことができる、スマートフォンアプリを使っ

た事業です。引き続き、本アプリの普及啓発を進めていきます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■利用者数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

19,000人 

  50,000人  

 

        ※令和 5年度までを事業期間としている。 
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基 本 目 標 Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

個別目標 Ⅰ-３  社会的・職業的自立と次代を担う人材の育成 【新規】 

 

 

■現状と課題 

産業・就業構造が大きく変化する中で、雇用形態が多様化・流動化しています。大田

区における若年者の有効求人倍率は近年上昇傾向にあり、高校卒・大学卒の就職内定

率も、経済情勢の悪化で落ち込んだ１０年前の水準に比べて回復していますが、15 歳

～34 歳の完全失業率は他の年代より高く、１５歳～24 歳の非正規雇用者の占める割

合も他の年代より高くなっています。 

少子高齢化、労働力人口の減少、情報通信技術の発展、国際化の進展等に加えて、新

型コロナウイルスを契機としたデジタル化の加速化など、急激に変動するこれからの社

会を若者が生き抜いていくためには、基礎的な知識・技能を活用し、主体的に判断し、

柔軟な発想で問題を解決する能力を育んでいく必要があります。 

 

 

■今後の方向性 

全ての子供・若者の学びを保障するとともに、自分の生き方や進路を主体的に選択

した上で社会の一員としての自覚をもち自立し、社会参加・社会参画できるよう支援し

ます。 

児童・生徒が働くことの意義を理解し、勤労観・職業観を自ら形成するとともに、自己

の能力を発揮し、社会の一員としての役割を果たすことができるよう、職場体験の充実

や地域の資源や人材を活用し、多様な交流や体験の機会を提供します。 

また、国際社会に貢献できる力を育成するとともに、自ら考え、未来を切り拓いてい

ける人材を育成するため、一人ひとりの能力を最大限に伸ばし、能力や適性に応じた

進路実現に向け支援を行います。 

学びの場におけるデジタル化を推進するため、情報通信技術の活用による学習の機

会を提供し、基礎的学力の向上に取り組むとともに、体験的活動の機会を必要に応じ

て確保する等、成長の過程で様々な体験を通じた人間関係を築きながら、他人を思い

やる心や多様性を尊重できる豊かな人間性を育みます。 
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■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 平和の映画キャラバン 

２ 次世代ものづくり人材育成事業「子供向け人材育成事業」 

３ おおた少年少女発明クラブ 

4 ＩＣＴ教育の充実 

5 国際理解教育の推進 

6 中学生職場体験の充実 

7 ものづくり教育の推進 

 

 

 

 

 

■重点事業 

事業名 ＩＣＴ教育の推進 所管課 指導課 

事 業 

内 容 

すべての児童・生徒の学びを保障するとともに、Society5.0 時代に向けた

新たな学びを構築するため、ICT 基盤の整備と教員の指導力向上を図りま

す。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■「コンピューターやインターネットなどを活用して、情報を収集して自分の考え

をまとめたり、発表したりすることができる」と答えた児童の割合 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

41.6% 

    

50.0% 

 

 

 

 

 

重 点 

重 点 

新・重 
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事業名 国際理解教育の推進 所管課 指導課 

事 業 

内 容 

日本の伝統文化や異文化を理解するとともに、外国の方々とのコミュニケー

ション能力の育成や互いの人権を尊重する態度など、国際社会に貢献できる

力を育成するための教育活動を推進します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■外国語教育指導員の派遣により、外国の方々と進んでコミュニケーションを行

う態度の育成 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

88校 

    

88校 

 

事業名 ものづくり教育の推進 所管課 指導課 

事 業 

内 容 

「ものづくりのまち」の特色を生かし、町工場などに従事する技術者・技能者

の協力を得たものづくり学習を行い、児童・生徒のものづくりへの関心を高

め、作ることの喜びや、創造性に富み郷土を愛する心を培います。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ものづくり教育の推進に向けた取組 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

88校 

    

88校 
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基 本 目 標 Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

個別目標 Ⅰ-４  コミュニケーション能力の向上を図ります 

 

 

■現状と課題 

国際化が進み、多種多様な価値観や文化への理解が一層求められています。子ども

たちが誰に対しても思いやりの心を持つことや、多様性を尊重し自分と異なる意見や

立場を大切にするとともに、思考力、判断力、表現力等を育成する必要があります。 

また、自分や相手の考えを相互に伝え合い、理解できるよう言語活動を充実すると

ともに、人間関係力の基礎となるコミュニケーション能力の向上が求められています。 

 

■今後の方向性 

青少年が、かけがえのない今を充実して生き、次代の中心的な担い手として成長し

ていくためには、「自分の考えをしっかり表明する力」、「他者の意見を聴く力」、「考え方

の違いを尊重しながら、相互理解を進める力」を兼ね備えたコミュニケーション能力を

身に付けていくことが不可欠です。 

そのため、異なる世代や海外の青少年との活動を通じた交流や、企画、運営を含む

様々な活動体験の機会を提供することにより、自ら考え、他者と協力し合いながら活動

していく意欲やスキル等を習得し、青少年が他者と豊かに関わりあえるような支援を

行います。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ リーダー講習会（小学生対象） 

２ リーダー講習会（中高生対象） 

3 子ども交歓会 

4 読書活動の充実 

5 国際理解教育の推進 

6 中学生職場体験の充実 

 

  

重 点 

重 点 

再 掲 

再 掲 

新・重 

重 点 
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■重点事業 

 

 

事業名 
リーダー講習会 

（小学生対象） 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

社会活動、野外活動を中心として、異年齢間の交流、協調、グループワークの

楽しさ等を体験する機会として実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■定員に対する参加率（％） 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

60％ 
    

80% 

 

事業名 
リーダー講習会 

（中高生対象） 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

野外活動、ゲーム指導実習、講義、グループ活動、宿泊実習などを通して、リ

ーダーとしての心構えや指導技術を身につけます。（通称「ティーンズぱわー

あっぷセミナー」） 

方向性・

モノサシ 

指 標 

■定員（60名）に対する参加率（％） 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

40％ 
    

70％ 

 

事業名 子ども交歓会 所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

体験活動や地域の人との交流を通して、子どもたちが社会づくりに主体的に

取り組む力を身につけます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■参加者数(人) 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

416人 

    

600人 
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事業名 国際理解教育の推進 所管課 指導課 

事 業 

内 容 

日本の伝統文化や異文化を理解するとともに、外国の方々とのコミュニケー

ション能力の育成や互いの人権を尊重する態度など、国際社会に貢献できる

力を育成するための教育活動を推進します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■外国語教育指導員の派遣により、外国の方々と進んでコミュニケーションを行

う態度の育成 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

88校 

    

88校 
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基 本 目 標 Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

個別目標 Ⅰ-５  社会参加と共生を促進します 

 

 

■現状と課題 

ライフスタイルの多様化や児童数の増加等を背景として、放課後に家庭で過ごすこと

が困難な子どもが増えており、子どもの成長段階、ニーズに応じた安心して過ごせる場

所の確保が求められています。外遊びや自然とふれあう機会や地域での活動の機会が

減少するなど、子どもが主体的に地域と関わり、運営、企画する等、世代間で交流する

機会が減少しています。 

コロナ禍においても「新しい生活様式」に基づいた地域活動等を通じ体験の機会を確

保することや、居場所等の誰もが安心して過ごせる場所を提供することは、他者との関

係づくりや様々な体験を通じた充実感、自己肯定感の向上が期待されるため、大切な

こととして位置づけられます。 

また、国際化の進展等、変化の激しい今後の社会を生き抜くためには、様々な国や地

域の人々と共に未来を切り開く態度や能力を育み、国際社会の一員としての自覚や社

会貢献への意欲、公共の精神をもち、主体的な行動力をもった人材を育成することが

求められています。 

社会参加等の体験を通じ子どもたちが興味・関心を広げ、自分自身の特性や才能を

伸ばす機会をつくることや、国際感覚豊かなグローバル人材を育成するための支援及

び子どもたちが夢や希望をもち生き抜く力を育てていくための体験の機会が必要です。 

 

 

■今後の方向性 

青少年が自立した個人として成長していくには、様々な背景や価値観をもつ他者と

共に生きる力を身に付けていくことが大切です。そのため、コミュニケーション能力の

向上に加え、社会の一員として地域的・社会的な課題に関心を持つことやその解決能

力を身に付けること、人権尊重や多文化共生について理解を深めることを支援します。

また、キャリア教育を充実し、自立した社会人となるための勤労観・職業観を育みます。 

さらに、青少年が幅広い世代、異なる年齢の子どもたちと協力し創り上げる地域イベ

ントの開催支援や青少年の居場所づくり等を通じ、青少年の社会参加の機会を確保す

ると共に、区立施設を活用した青少年の自立促進に向けた事業を推進し、青少年の社

会参加と共生の促進に向け取り組みます。 
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■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 生涯学習センターの運営 

２ 生涯学習人材育成 

３ おおた区民大学 

４ 人権尊重の意識づくり 

５ 生活展 

６ Ｏｈ!!盛祭の開催支援 

７ 青少年交流センター“ゆいっつ”における事業運営 

８ 国際理解・多文化共生意識の醸成と交流の促進 

９ 中高生の居場所づくり 

10 交通安全教育事業 

11 人権教育の推進 

 

 

■重点事業 

 

 

事業名 Ｏｈ!!盛祭の開催支援 所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

青少年自らが中心となって、企画・運営にあたる事業として、また青少年活動

の場として大いに意義がある当該事業を、さらに充実・発展させるため支援

します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■参加者数（人） 

平成 30

年度 

【現状値】 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 
７年度 

【目標値】 

1,250人 

    

1,500人 

重 点 

重 点 

重 点 

新 規 

新 規 

新 規 

重 点 
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事業名 
青少年交流センター 

“ゆいっつ”の運営 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

宿泊研修、団体生活等を通じて、青少年の健全な育成を図り、自立性、責任

感、相互連帯の精神を身につけることをねらいとして施設運営を行います。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■施設利用者数（宿泊・日帰りの総数） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

30,000人 

    

50,000人 

 

事業名 
国際理解・多文化共生意識

の醸成と交流の促進 
所管課 

国際都市・多文化共

生推進課 

事 業 

内 容 

18 色の国際都市事業等の様々なイベントを通して、交流する場を創出した

り、講座や啓発活動等を実施することにより、お互いの理解を深める機会を

拡大します。また、交流を促進するため、国際交流員（CIR）や国際都市おお

た大使の活躍を通して、内容の充実を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■「国際交流・多文化共生が進んだまち」と感じている区民の割合 

平成 30年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

28.4％ 

  
 
 

  

40％ 

 

事業名 中高生の居場所づくり 所管課 子育て支援課 

事 業 

内 容 

中高生世代の交流・活動・相談支援を通して中高生の健全育成を実施する中

高生ひろばのほか、児童館で行っている中学生タイム等、中高生の交流活動

支援を実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■参加者数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

23,874人 

 

  
 
１か所新規
開設予定 

  
28,000人 
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基 本 目 標 Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

個別目標 Ⅰ-６  社会貢献する心を育みます 

 

 

■現状と課題 

情報化社会の進展や社会・経済のグローバル化など、現在の子ども・若者を取り巻く

環境は急速に変化しています。変化の激しいこれからの時代を生き抜くためには、基礎

的・基本的な知識・技能を活用し、自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に

判断・行動し、問題を解決する能力等が求められます。 

ＳＤＧｓや ESD など地球規模での持続可能性への取り組み等が求められる中、社会

の一員として国や社会を発展させていくためには、公共の精神をもち、社会に主体的

に参画し、よりよい国づくり、社会づくりに主体的に取り組む力を身に付けることが必

要です。 

 

■今後の方向性 

青少年が、社会の一員としての自覚をもって社会に参画し、よりよい未来を切り拓い

ていく主体として成長していくことを支援します。 

そのために、各種リーダー講習会や社会活動（学習）支援の充実を図る他、各種体験事

業や公開講座の実施、環境学習の推進等を通じ、青少年が地球規模での持続可能性に対

する意識や公共の精神をもち区政やまちづくりに主体的に取り組み、社会づくりへ関心

を高める機会をつくります。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 区民と区長との懇談会（若者） 

2 青少年表彰 

3 環境学習の推進 

4 特別活動や総合的な学習の時間の充実 

5 リーダー講習会（小学生対象）  

６ リーダー講習会（中高生対象） 

７ 子ども交歓会 

重点 

再 掲 

再 掲 

再 掲 

重点 

重点 

重点 
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■重点事業 

 

事業名 青少年表彰 所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

社会奉仕活動やスポーツ・文化分野等で、他の青少年の模範となるような活動を

行った青少年又は青少年団体をたたえ表彰することにより、活動意欲の高揚を

図り、さらなる社会貢献への関心を高めます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■受賞者数(人※団体も含む) 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

95人 

    

110人 

 

事業名 
リーダー講習会 

（小学生対象） 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

社会活動、野外活動を中心として、異年齢間の交流、協調、グループワークの

楽しさ等を体験する機会として実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■定員に対する参加率（％） 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

60％ 
    

80% 

 

事業名 
リーダー講習会 

（中高生対象） 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

野外活動、ゲーム指導実習、講義、グループ活動、宿泊実習などを通して、リ

ーダーとしての心構えや指導技術を身に付けます。（通称「ティーンズぱわー

あっぷセミナー」） 

方向性・

モノサシ 

指 標 

■定員（60名）に対する参加率（％） 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

40％ 
    

70％ 
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事業名 子ども交歓会 所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

体験活動や地域の人との交流を通して、子どもたちが社会づくりに主体的に

取り組む力を身に付けます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■参加者数(人) 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

416人 

    

600人 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-１  障がいのある青少年への支援の充実を図ります 

 

 

■現状と課題 

障がい児とその保護者が地域で安心して生活していくために、子育て支援施策にお

ける障がい児の受け入れを進めるとともに、子どもの発達段階や障がい特性に応じた

適切な支援が提供されるよう体制整備を進めています。 

障がいにより学校での教育や体験活動等の制限を余儀なくされる子どもに対して教

育の機会を確保するとともに、健全育成や自立支援に向けた取り組みや地域における

支援等が求められています。 

障がいのある青少年が自立や社会参加に向けて主体的に物事に取り組み、一人ひと

りの能力を活かして興味や価値観に合った仕事に就けるように支援していくため、障

がい者施策、子育て支援策、就学から卒業までの学校教育、就労等に取り組む関係機

関が一体となり、一貫した支援体制を構築していく必要があります。 

 

■今後の方向性 

発達障がい相談件数を含め相談件数が増加していることから、引き続き、支援を必

要とする青少年が相談窓口につながるようアウトリーチを拡充させるとともに、相談件

数の増加、複雑化等に対応できるよう、関係機関での連携に基づく相談機能の強化及

びサポート体制の整備に取り組みます。 

また、障がいのある青少年が自立や社会参加に向けて主体的に物事に取り組み、一

人ひとりの能力を最大限に活かして興味や価値観に合った仕事に就けるよう支援しま

す。 

さらに、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」に

関する啓発用パンフレットを小学校等へ配布し、同法の趣旨等について普及啓発を図

ります。 

 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 障がい者スポーツ教室 

２ 心身障がい児の放課後活動支援 

３ 相談窓口の充実 

４ 職場体験実習の実施 重 点 
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No. 事業名 

５ 若草青年学級の運営 

６ コスモス青年学級の運営 

７ 障がい者虐待防止等の推進 

８ 特別支援教育の推進 

 

 

■重点事業 

 

 

事業名 職場体験実習の実施 所管課 
障がい者総合 

サポートセンター 

事 業 

内 容 

就労を希望する障がい者に対し、一般企業及び公的機関において職場体験

実習を実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■実習者の延べ人数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

50人 

    

80人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新 規 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-２  いじめ、不登校対策等の充実を図ります 

 

 

■現状と課題 

いじめ、不登校、ひきこもり等を理由とした悩み、思春期のこころの問題、発達・発育

など、子どもやその保護者が抱える悩みや課題が多様化・複雑化し、保健師による児

童・思春期相談が増加傾向にあります。複雑で多岐にわたる課題を抱えるケースが増

加しており、問題の未然防止や早期発見、適切な対応のためには、相談機能のさらなる

充実が必要です。また、本人が病院等の専門機関とつながるためには、家族の理解と協

力も必要不可欠です。 

 

■今後の方向性 

平成 26 年度に策定された「大田区いじめ防止基本方針」の下、本区におけるいじめ

防止対策に向けた対策を総合的かつ効果的に推進します。 

また、児童・生徒に対する個人面談等の支援の他、保護者を含めた支援体制を確立し、

青少年一人ひとりの悩みなどへの個別対応を充実させるとともに、不登校につながる

問題などへの早期対応及び計画的、組織的支援を行います。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 個別相談 

２ 不登校問題のための体制の確立 

３ スクールカウンセラーの活用 

４ 適応指導教室「つばさ」の運営 

５ メンタルフレンドの派遣 

６ 問題行動対応サポート専門員による学校支援 

７ いじめ防止に関する取組の推進 

８ 精神保健福祉相談 

 

再 掲 

重 点 

重 点 

重 点 

重 点 
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■重点事業 

 

事業名 個別相談 所管課 地域健康課 

事 業 

内 容 

各地域健康課の地区担当保健師が電話、所内面接、訪問等による相談を随時

行います。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■保健師による児童・思春期相談数（件） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

家庭訪問 
15件 

所内相談 
90件 

電話相談 
170件 

    家庭訪問 
20件 

所内相談 
100件 

電話相談 
200件 

 

事業名 
不登校問題のための 

体制の確立 
所管課 指導課 

事 業 

内 容 

児童・生徒及び保護者への支援体制を確立し、早期対応及び計画的、組織的

な指導による解決を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■不登校対策事業の実施校数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

28校 

    

28校 

 

事業名 
いじめ防止に関する 

取組の推進 
所管課 指導課 

事 業 

内 容 

平成26年9月に策定した「大田区いじめ防止基本方針」に則り、いじめの未

然防止及び早期解決を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■いじめ防止に関する取組の実施校数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

88校 

    

88校 
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事業名 精神保健福祉相談 所管課 地域健康課 

事 業 

内 容 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師による相談。ひきこもり・嗜癖・

自殺企図・思春期に関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■精神保健福祉相談（児童・思春期）の実人数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

実 50人 

    

実 50人 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-３  非行・犯罪防止対策と立ち直り支援の充実を図ります 

 

 

■現状と課題 

非行・犯罪に陥った子ども・若者も地域社会の一員として社会復帰を果たすことが求

められており、そのためには、地域社会が適切に支援していくことが必要です。非行少

年の立ち直りには、自立のために必要な「仕事」や「居場所」の確保等、社会での受け入

れを進めていくことが必要とされています。 

社会を明るくする運動については、参加者数は順調に増加しており、令和元年度時

点で目標値を上回る実績があります。 

引き続き社会を明るくする運動や更生の意義等についての周知を図るため、工夫を

こらした啓発活動が必要です。 

 

■今後の方向性 

情報通信機器の進歩に伴う誤った情報や有害な情報による犯罪発生を防止するた

め、青少年に正しい知識を付与すると共に、警察と連携し、防犯意識を高める取り組み

を行っていきます。 

国や都、大田区保護司会と連携し、保護観察対象者の就労支援を含めた立ち直り支

援の充実を図るよう努めてまいります。あわせて、犯罪や非行防止、罪を犯した青少年

の更生に対する地域の理解を促進するための啓発に取り組みます。 

また、学校のみでは解決が困難な非行等に対応するため、警察と連携した対策を講

じていきます。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 保護観察対象者への就労支援 

２ 社会を明るくする運動の推進 

3 警察と学校等の関係機関との情報交換 

  

重 点 
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■重点事業 

 

事業名 
社会を明るくする運動 

の推進 
所管課 総務課 

事 業 

内 容 

犯罪と非行防止、罪を犯した人たちの更生に理解を深め、それぞれの立場

で、犯罪や非行のない明るい社会を築こうとする全国的な運動に、区内 33

の機関・団体が構成する大田区推進委員会を設置し、運動を推進します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■青少年の再非行・再犯率 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

38.6% 

    
35.0% 

以下 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-４  児童虐待防止を進めます 

 

 

■現状と課題 

虐待は、子どもの心身の成長や人格の形成に重大な影響を与えます。発育・発達など

の遅れといった身体症状や情緒不安定、感情抑制、強い攻撃性等の精神症状が表れる

だけでなく、コミュニケーションがうまくとれず、様々な問題行動を引き起こすこともあ

ります。 

虐待をする保護者の背景には、子育ての悩みや周囲からの孤立、家庭の不和や経済

的な問題など、様々なストレスや葛藤が存在することもあり、助けを求めることができ

ないことも少なくありません。 

地域社会や関係機関が一体となり、虐待の未然防止、早期発見、早期対応など、切れ

目のない総合的な取り組みを進める必要があります。 

 

■今後の方向性 

学校生活調査を通じ、一人ひとりの児童・生徒の状況をよく把握することにより、虐

待の早期発見につなげると共に、相談窓口体制の充実や関係機関と連携し対応するた

めの児童虐待防止ネットワークを構築します。 

子どもたちの生きる権利や育つ権利を守り、児童虐待を防止するため、児童相談所

の設置に向け取り組むとともに、専門性強化を含む人材育成と児童相談所の運営体制

の整備を進めます。子ども家庭支援センター、学校、保育園、児童館、医療機関、警察等、

関係機関とのネットワークを強化し、虐待の未然防止、早期発見を通じた迅速かつ適切

な対応を推進するため、総合的な支援体制の整備に向け取り組みます。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 児童虐待防止ネットワークの充実 

2 （仮称）大田区子ども家庭総合支援センターの整備 

３ 要支援家庭を対象としたショートステイ事業 

４ 虐待防止支援訪問 

５ 見守りサポート事業 

重 点 

新・重 
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No. 事業名 

６ 養育支援訪問事業 

７ 養育支援家庭訪問事業「ゆりかご」 

８ 障がい者虐待防止等の推進 

 

 

 

■重点事業 

 

事業名 
児童虐待防止ネットワーク 

の充実 
所管課 子ども家庭支援センター 

事 業 

内 容 

大田区要保護児童対策地域協議会（代表者会議・実務者会議等）を開催しま

す。また、「子どもを守る地域ネットワーク巡回支援事業」に取り組み、児童虐

待防止ネットワークを推進します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■各種会議及び巡回支援実施の実績 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

要対協会議 
22回 

巡回支援 
100回 

    要対協会議 
22回 

巡回支援 
100回 

 

事業名 
（仮称）大田区子ども家庭 

総合支援センターの整備 
所管課 子育て支援課 

事 業 

内 容 

子どもたちの生きる権利や育つ権利を守り、児童虐待を防止するために、子

ども家庭支援センターの相談機能に加え児童相談所の機能を併せ持つ「（仮

称）大田区子ども家庭総合支援センター」の開設に向けた取り組みを進めま

す。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■整備へ向けた詳細検討 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 7年度～ 

 

    

開設運営 

 

 

  

再 掲 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-５  誰も自殺に追い込まれることのない社会（大田区）を実現します 

 

 

■現状と課題 

心の悩みを抱えたり、自殺願望のある人やその家族、友人等が必要な時に適切な相

談を受けられるよう、相談窓口の機能強化が求められています。新型コロナウイルス感

染拡大による労働、教育、仕事、生活等のあらゆる分野での急激な変化と活動範囲へ

の制約等は、予測困難な将来への不安とあわせ若者の心身に影響を及ぼしています。

自殺の背景にある健康問題、家庭問題、いじめ、過労、失業等、様々な問題に的確に対

応するため、情報通信技術の活用による相談窓口の設置等、相談しやすい体制を構築

するとともに、各相談機関、支援機関での情報共有を図り、連携体制を強化する必要が

あります。若者の死因の第一位が自殺となっているため、自殺未遂者や自殺のリスクの

高いケースの早期発見や確実な支援につなげる対応が必要です。 

 

■今後の方向性 

心の悩みを抱えたり、自殺願望のある青少年及びその家族、友人・知人が、必要な時

に適切な相談を受けられるよう、インターネットを活用した相談体制の充実を進めると

ともに、地域での支援体制を強化し、精神科医療機関等と連携することにより、自殺の

防止に努めます。 

さらに、民生委員・児童委員をはじめ、地域で活躍する人材にゲートキーパーとなっ

ていただけるよう研修等を開催します。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ ゲートキーパー養成講座 

２ インターネットを活用した自殺防止相談事業 

3       自殺総合対策の推進 

4 精神保健福祉相談 

5 個別相談 

  

重 点 

新 重 

再 掲 

再 掲 

重 点 

重 点 
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■重点事業 

 

事業名 ゲートキーパー養成講座 所管課 健康づくり課 

事 業 

内 容 

身近な人の自殺のサインに気づいて話を聴き、必要に応じて専門機関につな

ぐ役割を果たす「ゲートキーパー」を養成します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ゲートキーパー基礎講座（基本型）修了数（累計） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

1,060人 

    

1,900人 

 

事業名 
インターネットを活用した 

自殺防止相談事業 
所管課 健康づくり課 

事 業 

内 容 

生きづらさを抱えた若年者が自殺等に関するキーワードを検索した際、検索

連動広告を活用してメール相談及び電話・対面相談を実施し、自殺を未然に

防止します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■新規相談者数（年） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

84人 

    

84人 

 

事業名 精神保健福祉相談 所管課 地域健康課 

事 業 

内 容 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師による相談。ひきこもり・嗜癖・

自殺企図・思春期に関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■精神保健福祉相談（児童・思春期）の実人数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

実 50人 

    

実 50人 
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事業名 個別相談 所管課 地域健康課 

事 業 

内 容 

各地域健康課の地区担当保健師が電話、所内面接、訪問等による相談を随時

行います。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■保健師による児童・思春期相談数（件） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

家庭訪問 
15件 

所内相談 
90件 

電話相談 
170件 

    家庭訪問 
20件 

所内相談 
100件 

電話相談 
200件 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-６  外国人の青少年等を支援します 

 

 

■現状と課題 

日本語指導が必要な児童・生徒が十分な教育を受けることができるよう、一人ひと

りの日本語の習熟に応じた指導が求められています。あわせて、学校からの通知等、日

本語による情報媒体の内容理解に、保護者をはじめ外国籍の青少年等が困難を抱えて

いる現状もあります。 

新型コロナウイルスの影響に伴う教育活動の休止、オンライン配信による授業実施等、

学習スタイルの変化等により、児童・生徒の学習履修状況について開きが今後想定され

るとともに、学校等からの日本語による情報媒体への理解力の向上が必要とされるこ

とから、本事業に対するニーズの増加が考えられます。 

 

 

■今後の方向性 

日本で生まれ育っていない外国籍等の青少年の中には、日本語能力が十分ではない

青少年もいます。日本語指導が必要な青少年の学校への受け入れにあたっては、就学

相談において状況を確認し、日本語指導や生活面・学習面での指導について配慮する

とともに保護者等へのサポートも行います。 

 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ おおたこども日本語教室 

２ 外国人、帰国児童・生徒日本語特別指導 

3 日本語講座「学校プリントを読もう」（保護者向け） 

 

  

重 点 
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■重点事業 

 

事業名 おおたこども日本語教室 所管課 
国際都市・多文化共

生推進課 

事 業 

内 容 

区立小中学校への就学をサポートするため、学校生活に必要なひらがな・カ

タカナ・漢字の読み書きなどを学ぶ日本語教室（蒲田・大森）を開催し、スムー

ズな就学へと繋げます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■就学につながった割合（％） 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

65％ 

    

68％ 

 

 

  



76 
 

基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-７  ひとり親家庭、子どもの貧困対策の充実を図ります 【新規（独立）】 

 

 

■現状と課題 

ひとり親家庭の親は、「子育て」と「生計の担い手」という二つの役割を一人で担うた

め、肉体的、精神的な負担も大きく、また、住居、収入、子供の養育等様々な生活の場面

で困難に直面することがあります。 

また、それぞれの家庭が抱える課題は、母子家庭では、低賃金や不安定な雇用条件

等の就労上の問題、父子家庭では、家事等生活面の問題など、状況により異なります。 

「大田区生活再建・就労サポートセンターJOBOTA」による新規相談件数における相

談件数は増加の傾向がみられるなど、支援を必要とする青少年が少しずつ相談に結び

ついていることが伺えます。 

ひとり親家庭を支援するためには、各家庭の状況に合わせた生活全般を視野に入れ

た総合的な支援が必要です。 

 

■今後の方向性 

貧困の世代間連鎖を断ち切り、全ての子どもが健やかに成長できるよう、関係機関

における連携を強化し、教育支援、生活支援、就労支援等の施策を推進します。生活困

窮状態にある区民を早期に発見し、早期に支援へと繋いでいくためのアウトリーチを積

極的に展開するとともに、様々な課題を抱える困窮者を包括的に支援するため、関係

機関との連携を強化します。 

ひとり親家庭への支援を含め、支援を必要とする青少年やその家族に対する支援に

あたっては、各家庭の様々な場面やライフステージにおける課題を的確に把握すると

ともに、生活全般を視野に入れた総合的な支援を、切れ目なくつないでいくための支

援体制等の充実に取り組みます。 

 

  

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 生活再建・就労サポートセンターJOBOTA 

２ 家庭相談・母子・父子相談 

重 点 
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No. 事業名 

３ ひとり親家庭へのホームヘルパー派遣 

４ ひとり親家庭への就労支援体制等の充実 

５ 子ども学習支援事業 

６ 被保護者自立促進事業（次世代育成支援） 

７  子どもと地域をつなぐ応援事業 

８  「地域とつくる支援の輪」プロジェクト 

９ こども食堂推進事業 

10 離婚と養育費にかかわる総合相談 

 

 

 

 

 

 

 

 

■重点事業 

 

事業名 
生活再建・就労サポート 

センターJOBOTA 
所管課 蒲田生活福祉課 

事 業 

内 容 

様々な理由により経済的に困窮し、生活・仕事・住まいなどについての悩みを

抱える方に対し、支援員が相談を受け課題解決をサポートします。また、就労

支援をするほか、ひきこもり状態にある方や就労に不安のある方等に対し、

日常生活・社会生活自立訓練、職場体験などの就労準備支援事業を行いま

す。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■新規相談件数（10代・20代） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

180件 

    

220件 

 

 

 

重 点 

新 重 

新 重 

新 重 

新 重 
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事業名 子ども学習支援事業 所管課 蒲田生活福祉課 

事 業 

内 容 

生活困窮状態にある世帯の中学生に、学習支援を通じて基礎学力の定着と

高校進学の支援を行うとともに、生活習慣・社会性の育成など、社会生活の

基礎を身に付ける支援を行います。また、高校生中退防止支援事業、高校未

進学者等の学び直し事業を行うとともに、東京都社会福祉協議会で実施する

受験生チャレンジ支援貸付事業など将来の進路選択の幅を広げるために有

用な事業の紹介も行い、貧困の世代間連鎖を防ぐ支援を行います。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■利用者数（中学生、高校生、学び直し事業） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

180人 

    

190人 

 

 

事業名 
子どもと地域をつなぐ応援

事業 
所管課 福祉管理課 

事 業 

内 容 

区の各種支援制度・相談窓口の案内とともに、こども食堂などの地域活動団

体のイベントや支援情報を周知することで、子育て世帯と地域活動団体等を 

つなげ、地域の複数の目による見守り強化や家庭の孤立化防止を図ります。 

また、こども食堂等の場で、世帯の異変を覚知した場合には、支援者が区や

大田区社会福祉協議会につなぐことで、問題発生を未然に防ぐ「予防的福

祉」に取り組みます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ 支援対象世帯と地域との日常的につながる関係性の構築 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

－ 

    

関係構築 
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事業名 
「地域とつくる支援の輪」 

プロジェクト 
所管課 福祉管理課 

事 業 

内 容 

子どもの貧困対策等の支援活動に取り組む区民・地域活動団体等のネットワ

ークの形成と自主的な支援活動を支援し、地域全体で包み込むような支援の

実現を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ 全体会参加人数 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

50人 

    

100人 

 

事業名 こども食堂推進事業 所管課 福祉管理課 

事 業 

内 容 

子どもや保護者が安らげる居場所として地域で展開されている「こども食

堂」の継続的・安定的な活動を支援するため、運営団体に対して活動費の一

部を区及び都が補助します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■補助金申請団体 

令和 2年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

15団体 

    

20団体 

 

事業名 
離婚と養育費にかかわる 

総合相談 
所管課 福祉管理課 

事 業 

内 容 

ひとり親世帯の相対的貧困率が高いことを踏まえ、離婚や養育費に関する総

合相談を実施します。弁護士による法律相談と合わせ、「子ども生活応援臨

時窓口」と同時開催とし、家計や就労に関する自立支援、手当や各種減免制

度など生活支援に関する相談にも対応できる体制とします。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■定員に対する利用率 

令和 2年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

60％ 

    

90％ 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-８  ひきこもりや若年無業者対策の充実を図ります【新規（独立）】 

 

 

■現状と課題 

ひきこもりの問題は、家庭内で抱え込み潜在化し、外部の相談・支援に結びつきにく

い傾向があります。このような状態が長期化すると、心身の健康に深刻な影響が生じる

とともに、就学や就労ができないなど年齢に応じた社会経験を積む機会が失われ、社

会生活の再開が困難となる場合もあります。そのため、ひきこもりの本人が、自立と社

会参加に向けて早期に再出発できるよう、支援することが必要です。 

 

■今後の方向性 

ひきこもり等の生きづらさを抱えている本人、家族等を対象に参加者同士が交流し支

援者に気軽に相談できる場を設け、本人・家族の孤立防止や相談体制につながるきっか

けとなるよう関係機関と連携し支援します。 

また、情報通信技術の活用による相談体制の整備や地域支援ネットワーク体制の構築

等について検討を進めるとともに、令和２年度実施の生活状況に関する区民アンケートの

結果を踏まえ、今後の事業内容や保健師の相談支援体制の在り方、関係部署との連携方

法等について検討します。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ ひきこもり・生きづらさ茶話処 

２ 子ども・若者育成支援ネットワーク体制の整備 

３ 生活再建・就労サポートセンターJOBOTA 

４ 精神保健福祉相談 

５ 個別相談 

  

新 重 

再 掲 

再 掲 

再 掲 

重 点 

重 点 

再 掲 重 点 

新 重 
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■重点事業 

 

事業名 
ひきこもり・生きづらさ 

茶話処 
所管課 健康づくり課 

事 業 

内 容 

ひきこもり等の生きづらさを抱えている本人・家族等を対象に、参加者同士

の交流の時間や支援者に気軽に相談できる場を設け、当事者・家族の孤立防

止や相談体制につながるきっかけをつくります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■参加延人数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

120人 

 

 

 

年 6回開催 

   
240人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）ネットワーク体制については、関係各課と協議の上整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 
子ども・若者育成支援 

ネットワーク体制の整備 
所管課 地域力推進課（※） 

事 業 

内 容 

困難を有する子ども・若者への対応を一体的に行うため、各分野におけるネ

ットワークや関係機関との連携を強化し、既存の協議会等の活用を含め、子

ども・若者育成支援ネットワーク体制の整備に向け取り組みます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ネットワーク体制の整備 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

－ 

    

体制整備 
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事業名 
生活再建・就労サポート 

センターJOBOTA 
所管課 蒲田生活福祉課 

事 業 

内 容 

様々な理由により経済的に困窮し、生活・仕事・住まいなどについての悩みを

抱える方に対し、支援員が相談を受け課題解決をサポートします。また、就労

支援をするほか、ひきこもり状態にある方や就労に不安のある方等に対し、

日常生活・社会生活自立訓練、職場体験などの就労準備支援事業を行いま

す。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■新規相談件数（10代・20代） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

180件 

    

220件 

 

事業名 精神保健福祉相談 所管課 地域健康課 

事 業 

内 容 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師による相談。ひきこもり・嗜癖・

自殺企図・思春期に関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■精神保健福祉相談（児童・思春期）の実人数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

実 50人 

    

実 50人 

 

事業名 個別相談 所管課 地域健康課 

事 業 

内 容 

各地域健康課の地区担当保健師が電話、所内面接、訪問等による相談を随時

行います。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■保健師による児童・思春期相談数（件） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

家庭訪問 
15件 

所内相談 
90件 

電話相談 
170件 

    家庭訪問 
20件 

所内相談 
100件 

電話相談 
200件 
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基 本 目 標 Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

個別目標 Ⅱ-９  その他、特に配慮を要する青少年・家族を支援します 

 

 

■現状と課題 

夫婦や親子などの家族関係の悩みや、配偶者等からの暴力被害に関する悩みなど、

様々な理由から問題を抱えている青少年及び家族に対して、相談事業などを充実させ、

支援を行う必要があります。 

 

■今後の方向性 

様々な理由から問題を抱えている青少年及びその家族に対する相談事業を充実さ

せるとともに、部局間や関係機関との連携を強化するなど、生活全般を視野に入れた

総合的かつ継続的な支援を行います。 

 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 女性のための相談事業 

２ ＤＶ相談事業 

３ 男性相談事業 

４ 多言語による相談・情報提供 

５ 民生委員・児童委員との連携 

６ 子ども家庭支援センターの総合相談 

7 保育サービスアドバイザーによる相談 

８ 児童館の子育て相談 

  

新 規 

新 規 
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基 本 目 標 Ⅲ 青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します 

個別目標 Ⅲ-１  区民相互の絆を深め、地域力を高めます 

 

 

■現状と課題 

青少年にとって、家庭・学校のある地域は、最も関わりの深い実社会ですが、地域で

の交流の機会の減少に伴い人間関係が希薄化している昨今、青少年が地域の中で社会

性を自然に培いながら成長していくことが難しくなりつつあります。 

人と人のつながりを促進するため、様々な地域活動への参加のきっかけを提供して

いく必要があります。 

 

■今後の方向性 

青少年がのびやかに育つことができるように、家庭・学校・地域などが連携し、イベン

トや講座の開催等を通じ、地域力を活かしたコミュニティづくりを区民と共に進めてい

きます。 

情報通信技術の活用を含め、新しい生活様式への移行に伴い実施手法について見直

しを行いながら、様々な地域活動への自主的参加を促進するため、より多くの区民に

事業を周知し、事業参加者数の増加を図るとともに、区民相互の絆を深めていけるよ

う、事業内容の充実に努めていきます。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 生涯学習情報の提供 

２ リーダー講習会（成人対象） 

3 子どもガーデンパーティーの開催 

4 ＯＴＡふれあいフェスタ 

5 区民スポーツまつり 

6 ファミリー・サポート・センター事業 

７ 子育てサロン「キッズな」の開催 

８ 学校支援地域本部（スクールサポートおおた）の充実 

９ 校庭等開放 

新 重 

重 点 

重 点 
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No. 事業名 

10 ＰＴＡ研修会 

11 地域教育連絡協議会の設置 

12 おおた区民大学 

13 生涯学習センターの運営 

14 生涯学習人材育成 

15 社会を明るくする運動の推進 

16 教育相談の充実 

 

 

 

 

 

■重点事業 
 

事業名 生涯学習情報の提供 所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

区民に生涯学習を身近に感じてもらい、地域活動参加へのきっかけづくりを

目的とした生涯学習情報や社会教育活動団体（少年育成団体）の活動状況を

生涯学習担当の情報媒体を通じ発信します。また、誰でも参加できる学習情

報のほか、区内で活発に活動する青少年団体の実践紹介や地域活動情報を

掲載し、人と人のつながりを創出します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■発行回数 

・ＷａＫｕＷａＫｕおおた（タブロイド版） 年２回 

・ＷａＫｕＷａＫｕおおた（冊子版） 年４回 

・社会教育情報マナビィ☆おおた 年 12回 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

18回 

    

18回 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

再 掲 

再 掲 

再 掲 

再 掲 

再 掲 

重 点 
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事業名 
リーダー講習会 

（成人、指導者等対象） 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

地域の青少年活動に関わる指導者・世話人の育成と資質の向上を図るため、

青少年に関するテーマを毎年設定し、講習会を実施します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■満足度（参加して満足を得た人の割合）（％） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

100％ 

    

100％ 

 
 

業名 
子どもガーデンパーティー

の開催 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

子どもたちの日常生活に潤いを与え、地域の人たちと、楽しく一緒に活動す

る体験を提供します。子どもたちの社会参加の芽を培うとともに、大人同士

の交流を深め、コミュニティづくりのきっかけとします。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■参加者数（人） 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

62,738人 

    

65,000人 

 
 

事業名 
社会を明るくする運動 

の推進 
所管課 総務課 

事 業 

内 容 

犯罪と非行防止、罪を犯した人たちの更生に理解を深め、それぞれの立場

で、犯罪や非行のない明るい社会を築こうとする全国的な運動に、区内 33

の機関・団体が構成する大田区推進委員会を設置し、運動の推進を図りま

す。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■（新型コロナウイルスの影響で実施手法検討中のため指標設定不可） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 
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基 本 目 標 Ⅲ 青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します 

個別目標 Ⅲ-２  安全で安心な環境をつくります 

 

 

■現状と課題 

青少年を取り巻く環境には、健やかな成長を阻むような有害な情報などがあふれて

おり、実際にトラブルに巻き込まれてしまう危険性があります。 

人格形成の途上にある子どもたちが犯罪等により被害を受けた場合、その後の健や

かな成長に与える影響は大きく、心身の不調等の精神的被害や経済的被害、インターネ

ット等を通じた誹謗（ひぼう）中傷を含め、二次的被害に苦しむこともあります。 

子どもたちが犯罪等に巻き込まれないよう、地域における見守り活動や環境浄化運

動等に取り組むと共に、子どもの心のケアにおいては、その悩みや不安を受けとめて相

談にあたることや、関係機関が連携して必要な支援を行っていくことが求められてい

ます。 

 

■今後の方向性 

児童・生徒が過ごす地域における環境に関する問題を解決するため、青少年や保護

者を対象とした防犯教育や非行防止のための啓発活動、研修など、関係団体や警察と

連携し充実させます。 

また、青少年の間で急速に普及したスマートフォン等のトラブル防止に向け、情報リ

テラシー教育の充実と併せて取り組みます。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 区民安全・安心メールサービス 

２ 消費者生活センターの事業の充実 

３ こどもＳＯＳの家事業 

４ 青少年をめぐる環境浄化推進活動の充実 

５ 学童保育事業の推進 

６ 放課後ひろば 

７ 交通安全巡回指導 

重 点 
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No. 事業名 

8 防犯教育の充実 

 

 

 

■重点事業 

 

事業名 こどもＳＯＳの家事業 所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

子どもたちが地域において犯罪等に巻き込まれた時及び身の危険を感じた

時に助けを求めることができる場所、気軽に相談ができる場所として設置し

ます。協力員の家にステッカーを表示し、犯罪の抑止力を高め、安全な地域環

境の醸成を目指すとともに子どもたちの健全育成を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■協力員数（件） 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

2,670件 

    

2,800件 
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基 本 目 標 Ⅲ 青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します 

個別目標 Ⅲ-３  青少年を育成する活動を支援します 

 

 

■現状と課題 

子どもが社会性や協調性を育むことのできる地域活動への参加や多世代交流の機

会が減少しており、子どもが主体的に関わることのできる活動の場や機会の充実が求

められています。新型コロナウイルスの影響による新しい生活様式への移行により、生

活におけるデジタル化の推進が加速化する一方で、子どもの成長に欠かせない人との

ふれあいの機会の減少や体験的活動への制約が生じ、子ども・若者の心身の成長に及

ぼす影響が懸念されています。 

新しい生活様式のもと、地域で活動する団体のスキルアップを図ると共に、地域での

体験を通じ成長した子どもが次の活動の担い手となるなど、子ども・若者を主体とした

地域活動が継続して循環していく仕組みが必要とされています。 

 

■今後の方向性 

青少年の健やかな成長を支援していくうえで、地域の大人や青少年育成活動団体が

担う役割は極めて重要です。新しい生活様式を推進しながら、人や団体が、より豊かな

活動を主体的・創造的に展開できるよう、実施手法を見直し、工夫しながら、情報提供

や講習会（講座）・研修会などの充実を図り、交流と学習の機会の提供と活動の支援に

取り組みます。 

 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 地域力応援基金助成事業 

２ 社会教育関係団体・少年育成団体登録団体への活動支援 

3 青少年委員活動の充実 

4 青少年対策地区委員会との連携の推進 

5 子ども会活動などへの支援 

6 青少年育成ハンドブックの作成 

重 点 

重 点 

新 規 
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No. 事業名 

7 東京都薬物乱用防止推進大田地区協議会への支援 

8 家庭・地域教育力向上支援事業 

9 家庭教育学習会 

 

 

 

■重点事業 

 

事業名 青少年委員活動の充実 所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

青少年に関する健全育成、余暇指導、団体育成、指導者援助、地域における

連絡調整、各種行事への協力により、青少年教育の振興を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■研修会及び各種会議の回数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

14回 

    

14回 

 

事業名 
青少年対策地区委員会との

連携の推進 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

地域の青少年健全育成活動を担う青少年対策地区委員会がより活性化する

よう、研修会や情報交換を行います。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■研修会及び各種会議の回数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

8回 

    

8回 
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基 本 目 標 Ⅲ 青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します 

個別目標 Ⅲ-４  多様な団体が連携・協働する地域づくりを進めます 

 

 

■現状と課題 

全ての青少年が希望を持って生き生きと生活し、活躍できる社会を築いていくため

には、学校・家庭・地域がそれぞれの特性を活かしながら一体となり取り組んでいくと

共に、多様な区民活動団体が情報を共有しながら連携して活動を推進していくネットワ

ークの形成が求められています。 

 

■今後の方向性 

区民活動の活性化を図ると共に、子どもや子育て家庭等が地域の資源を有効に活用

し、地域で安心して過ごしていける環境づくりを進めます。区民活動団体等への各種公

開講座や講師派遣事業等を通し、区民活動を担う人材の段階的なスキルアップを促進

し、団体間の連携の強化や相互協力のネットワークづくりを進めます。 

 

■目標を構成する事業 

 

No. 事業名 

１ 区民活動コーディネーター養成講座 

２ 地域協働研修事業（旧協働推進講師派遣事業） 

３ こども食堂推進事業 

 

  

新 重 

重 点 

再 掲 重 点 
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■重点事業 

 

事業名 
区民活動コーディネーター

養成講座 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

自治会・町会に加え、専門性を持つ団体、ＮＰＯや事業者など、地域での連携・

協働を推進するため、他団体との「つなぎ役」となる人材を育成します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■区民活動コーディネーター養成講座の修了者数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

22人 

    

30人 

 

事業名 
地域協働研修事業 

（旧協働推進講師派遣事業） 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

自治会・町会やNPOなどの団体が、属する地域内で他の団体と連携・協働す

る場の創出を支援するために、区内 18 地区で地域課題を共有するなど、協

働により実施する研修に対し支援します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■地域協働研修事業に参加した団体数 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

－ 

    

50団体 

 

事業名 こども食堂推進事業 所管課 福祉管理課 

事 業 

内 容 

子どもや保護者が安らげる居場所として地域で展開されている「こども食

堂」の継続的・安定的な活動を支援するため、運営団体に対して活動費の一

部を区及び都が補助します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■補助金申請団体 

令和 2年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

15団体 

    

20団体 
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基 本 目 標 Ⅲ 青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します 

個別目標 Ⅲ-５  ネットワークの構築と相談体制の充実 【新規】 

 

 

■現状と課題 

都市化が進み、地縁が希薄になる中、子ども・若者を健やかに育んでいくためには、

学校・家庭・地域がそれぞれの特性を活かしつつ、社会全体で取り組みを進めていくこ

とが重要です。 

青少年の健全育成・支援については、福祉、教育、雇用等、様々な分野で現在取り組

みが行われていますが、子ども・若者の抱える困難や課題には複合的な要因や背景が

あることを理解した上で、社会のあらゆる分野における全ての構成員がそれぞれの役

割を果たすとともに、相互に連携・協力し、網羅的・一体的に支援していくことが求めら

れます。 

 

■今後の方向性 

子どもたちが乳幼児期から思春期を経て自立していくまで、地域がともに支え合う

関係づくりを進めながら、地域で子どもの育成を見守り支援していく意識を醸成して

いく必要があります。各関係機関の有する機能や専門的知見等を横断的につなぎ、課

題を具体的に共有するとともに切れ目なく子ども・若者を円滑に支援していくため、関

係部局や関係機関等と連携し、子ども・若者育成支援ネットワーク体制の構築や相談支

援体制の充実に向け、取り組みます。 

 

■目標を構成する事業 

  

No. 事業名 

１ 子ども・若者育成支援ネットワーク体制の整備 

２ 児童虐待防止ネットワークの充実 

３ 子どもと地域をつなぐ応援事業 

４ 「地域とつくる支援の輪」プロジェクト 

 

 

 

 

再 掲 

再 掲 

再 掲 

重 点 

重 点 

重 点 

再 掲 重 点 
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■重点事業 

 

 

事業名 
児童虐待防止ネットワーク 

の充実 
所管課 子ども家庭支援センター 

事 業 

内 容 

大田区要保護児童対策地域協議会（代表者会議・実務者会議等）を開催しま

す。また、「子どもを守る地域ネットワーク巡回支援事業」に取り組み、児童虐

待防止ネットワークを推進します。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■各種会議及び巡回支援実施の実績 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

要対協会議 
22回 

巡回支援 
100回 

    要対協会議 
22回 

巡回支援 
100回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 
子ども・若者育成支援 

ネットワーク体制の整備 
所管課 地域力推進課 

事 業 

内 容 

困難を有する子ども・若者への対応を一体的に行うため、各分野におけるネ

ットワークや関係機関との連携を強化し、既存の協議会等の活用を含め、子

ども・若者育成支援ネットワーク体制の整備に向け取り組みます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ネットワーク体制の整備 

令和２年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

－ 

    

体制整備 
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事業名 
子どもと地域をつなぐ応援

事業 
所管課 福祉管理課 

事 業 

内 容 

区の各種支援制度・相談窓口の案内とともに、こども食堂などの地域活動団

体のイベントや支援情報を周知することで、子育て世帯と地域活動団体等を 

つなげ、地域の複数の目による見守り強化や家庭の孤立化防止を図ります。 

また、こども食堂等の場で、世帯の異変を覚知した場合には、支援者が区や

大田区社会福祉協議会につなぐことで、問題発生を未然に防ぐ「予防的福

祉」に取り組みます。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ 支援対象世帯と地域との日常的につながる関係性の構築 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

－ 

    

関係構築 

 

事業名 
「地域とつくる支援の輪」 

プロジェクト 
所管課 福祉管理課 

事 業 

内 容 

子どもの貧困対策等の支援活動に取り組む区民・地域活動団体等のネットワ

ークの形成と自主的な支援活動を支援し、地域全体で包み込むような支援の

実現を図ります。 

方向性・ 

モノサシ 

指 標 

■ 全体会参加人数 

令和元年度 

【現状値】 
３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

７年度 

【目標値】 

50人 

    

100人 
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第４章 目標達成のための青少年健全育成施策一覧 

 

 ※網掛けは重点事業、項目番号白抜きの網掛けは新規重点事業 

 

 

基本目標Ⅰ 青少年の健やかな成長と社会的自立を支援します 

 

個別目標 Ⅰ-１ 基本的な生活習慣を身につけることを支援します 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
「早寝・早起き・朝ご

はん月間」の実施 

各学校で５・10 月の「早寝、早起き、朝ごはん月

間」を契機として、子どもの基本的な生活習慣を

確立し、保護者の意識を高めます。 

指導課 

２ 
食育の推進、基本的生

活習慣の確立 

学校教育のあらゆる機会を通して食育を推進し

ます。全校に食育推進チームを組織し、学校にお

ける食育を推進する中核となる食育リーダーを

配置し、食育に関する指導の全体計画と各学年の

年間指導計画を作成・実施します。また、年 2回、

5 月・10月を「早寝、早起き、朝ごはん月間」と

し、家庭における基本的生活習慣の啓発を図りま

す。 

指導課 

３ 
保育園における食育

指導 

園児に対して野菜栽培や米づくりなどの体験を

通じ、食への関心と食を大切にするこころを育み

ます。また、保護者に対して離乳食講習会や給食

と食材の展示、地域の子育て世代に対して食育指

導を行います。 

保育サービス課 

４ 
児童館における食育

指導 

乳幼児保護者向けに栄養相談、離乳食講座等を行

います。また、小学生の食育パネルシアターや野

菜栽培等を通じて、食への関心を深め、日本の食

文化にふれる体験を行います。 

子育て支援課 

 

 

個別目標 Ⅰ-２ 健やかな心と体づくりを支援します 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 精神保健福祉相談 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師によ

る相談。ひきこもり・嗜癖・自殺企図・思春期に

関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

地域健康課 

２ 
みんなでよい歯のま

ちづくり事業 

乳幼児期から学齢期にかけては生涯にわたる歯

の健康の基礎を形成する時期のため、各地域健康

課の歯科衛生士が学校等への健康教育を実施し

ます。 

地域健康課 
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３ 
すこやか赤ちゃん訪

問 

すべての乳児家庭を生後 4ヶ月までに訪問し、乳

児とその保護者の心身の状況や養育環境を確認

し、子育て情報の提供を行います。 

健康づくり課 

地域健康課 

４ 

出産・育児支援事業

（子育て世代への健

康相談） 

随時、子どもや家庭の抱える健康上の問題につい

て医師、保健師、栄養士、歯科衛生士が、面接・

電話や家庭訪問などで相談に応じます。 

健康づくり課 

地域健康課 

５ 乳幼児健康診査 

乳幼児の健全育成や健康管理のために健康診査

を実施するとともに、栄養・育児相談を行うこと

で養育者が安心して子育てがでいるよう支援し

ます。 

健康づくり課 

地域健康課 

６ 乳幼児歯科相談 

乳幼児歯科相談を実施します。 

（歯科健康教育、歯科健康相談、歯科経過観察検

診、予防処置、保健指導） 

地域健康課 

７ 
幼児歯科健康診査・う

蝕予防 

地区歯科医師会に委託して歯科検診、フッ化物塗

布を実施します。 

健康づくり課 

地域健康課 

８ 予防接種 
予防接種法に基づき、各種ワクチンを各医師会に

委託して行い、感染症の感染・発病を予防します。 
感染症対策課 

９ 
乳幼児経過観察健康

診査 

小児科医による健診・指導が必要な乳幼児に健康

診査を実施します。 
地域健康課 

10 乳幼児保健指導 
保健師・栄養士・歯科衛生士等による訪問・面接・

電話等による育児等の相談を実施します。 
地域健康課 

11 39歳以下基本健診 
18 歳以上 39 歳以下で、職場などで健診を受ける

機会のない方に対し、健康診査を実施します。 
健康づくり課 

12 育児学級等 
保健師・栄養士・歯科衛生士等による育児・栄養・

歯科指導を実施します。 
地域健康課 

13 
地域（出張型）健康教

育 

地域の依頼により地域に出張して講習を実施し

ます。 
地域健康課 

14 乳幼児発達健康診査 小児神経専門医による健診・指導を実施します。 地域健康課 

15 

エイズ／HIV、STI（性

感染症）の予防啓発の

充実 

青少年に対しエイズ及び性感染症に対する正し

い知識の普及を図り、性感染症の流行を予防する

とともに、感染者に対する社会の理解を深めま

す。また、電話・来所相談、検診及び保健指導を

実施します。 

感染症対策課 

16 
はねぴょん健康ポイ

ント 

18 歳以上の区内在住、在勤の方を対象にウォー

キングの歩数や毎日の健康活動などをポイント

化し、抽選で景品と交換できる仕組みをつくるこ

とで、楽しみながら健康づくりに取り組むことが

できる、スマートフォンアプリを使った事業で

す。引き続き、本アプリの普及啓発を進めていき

ます。 

健康づくり課 

17 新成人ピロリ菌検査 

成人を迎える 19 歳から 20 歳の区民を対象とし

て、胃がん発生の要因となりうるピロリ菌感染の

有無を調べる検査を実施します。成人を機に、検

査を受けることによって「自分の健康は自分で守

る」という意識向上を図ります。 

健康づくり課 

18 
体力向上プログラム

の実施 

体力向上プログラムに基づき、児童・生徒一人ひ

とりの健康の増進と体力の向上をめざします。 
指導課 
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19 
児童・生徒に対する個

人面談の実施 

学校生活調査（メンタルヘルスチェック）や学級

集団調査（hyper‐QU）の結果を基にした個人面

談を通して、児童・生徒一人ひとりの日常生活の

様子やよい面、悩みや不安などを把握し、児童・

生徒の心に寄り添った支援をします。 

指導課 

20 教育相談の充実 

教育センターでの教育相談・就学相談、スクール

カウンセラーによる学校での相談体制を充実さ

せるとともに、教育相談員やスクールソーシャル

ワーカーによる学校、関係機関等との十分な連携

を図った相談活動を展開することで、児童・生徒・

保護者への支援・援助を行います。 

教育センター 

21 
がん教育（喫煙防止な

ど）の実施 

がん教育の一環として区立小学校の 6年生、区立

中学校の 3 年生を対象に喫煙が体に及ぼす影響

等を学ぶ喫煙防止教育を実施します。 

指導課 

22 成人歯科健康診査 歯周病等の検診を区内医療機関で実施します。 健康づくり課 

23 歯周病予防教室 
歯周病予防について、体験学習を通して知識や情

報を提供します。 
地域健康課 

 

 

個別目標 Ⅰ-３ 社会的・職業的自立と次代を担う人材の育成 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
平和の映画キャラバ

ン 

平和の尊さ、大切さを伝えるために、区内児童館

で、平和の映画を上映します。 
文化振興課 

２ 

次世代ものづくり人

材育成事業「子供向け

人材育成事業」 

区内のものづくり産業への興味や関心を高める

こと目的に、小学校１年生から中学校２年生を対

象に｢産業のまちスクール」｢ものづくり実践教室

Ⅰ・Ⅱ」を行います。 

産業振興課 

３ 
おおた少年少女発明

クラブ 

未来ある子どもたちにモノづくりの楽しさを継

続的に体験学習する機会を提供し、子どもの創造

性を伸ばし、将来を担う人材を育成します。 

産業振興課 

４ ＩＣＴ教育の推進 

すべての児童・生徒の学びを保障するとともに、

Society5.0 時代に向けた新たな学びを構築する

ため、ICT基盤の整備と教員の指導力向上を図り

ます。 

指導課 

５ 国際理解教育の推進 

日本の伝統文化や異文化を理解するとともに、外

国の方々とのコミュニケーション能力の育成や

互いの人権を尊重する態度など、国際社会に貢献

できる力を育成するための教育活動を推進しま

す。 

指導課 

６ 
中学生職場体験の充

実 

中学生が、行政機関及び民間事業所等において業

務を体験することを通して、自立した社会人とな

るための勤労観、職業観を養います。 

指導課 

７ 
ものづくり教育の推

進 

「ものづくりのまち」の特色を生かし、町工場な

どに従事する技術者・技能者の協力を得たものづ
指導課 
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くり学習を行い、児童・生徒のものづくりへの関

心を高め、作ることの喜びや、創造性に富み郷土

を愛する心を培います。 

 

 

個別目標 Ⅰ-４ コミュニケーション能力の向上を図ります 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
リーダー講習会 

（小学生対象） 

社会活動、野外活動を中心として、異年齢間の交

流、協調、グループワークの楽しさ等を体験する

機会として実施します。 

地域力推進課 

２ 
リーダー講習会 

（中高生対象） 

野外活動、ゲーム指導実習、講義、グループ活動、

宿泊実習などを通して、リーダーとしての心構え

や指導技術を身につけます。（通称「ティーンズ

ぱわーあっぷセミナー」） 

地域力推進課 

３ 子ども交歓会 

体験活動や地域の人との交流を通して、子どもた

ちが社会づくりに主体的に取り組む力を身につ

けます。 

地域力推進課 

４ 読書活動の充実 

各学校で読書指導計画を作成し、読書の時間や機

会の確保、読書週間の取組など、児童・生徒の発

達段階に応じた読書活動の充実と読解力の向上

を図ります。読書学習司書は、司書教諭を補助す

るとともに、学校図書館を活用した教育活動の企

画や教員が図書資料を駆使した授業を行う際の

補助業務を行い、学校での読書活動、学習活動を

充実します。 

指導課 

５ 
国際理解教育の推進 

〔再掲〕 

日本の伝統文化や異文化を理解するとともに、外

国の方々とのコミュニケーション能力の育成や

互いの人権を尊重する態度など、国際社会に貢献

できる力を育成するための教育活動を推進しま

す。 

指導課 

６ 
中学生職場体験の充実 

〔再掲〕 

中学生が、行政機関及び民間事業所等において業

務を体験することを通して、自立した社会人とな

るための勤労観、職業観を養います。 

指導課 

 

個別目標 Ⅰ-５ 社会参加と共生を促進します 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
生涯学習センターの運

営 

生涯に渡る充実した学習機会を区民に提供し、生

きがいをもって暮らせる地域づくり、仲間づくり

とネットワークの拡大を支援する生涯学習セン

ターを運営します。身近な地域での生涯学習の活

性化を図るため、若者の主体的・能動的な活動を

はじめ、多世代の交流を促進させるコーディネー

トを行います。 

地域力推進課 
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２ 生涯学習人材育成 

区民の主体的な学習活動の推進役となる地域人

材を育成するため、社会教育・生涯学習の基礎を

学び、区民の学習相談への対応等について学ぶと

ともに、地域活動とのつながりの機会を図りま

す。持続可能な地域の担い手づくりを行い、生涯

学習による地域力向上を推進します。 

地域力推進課 

３ おおた区民大学 

社会、歴史、人権など幅広いテーマを学び、生涯

にわたって生活を充実させる講座や、地域社会に

密着した課題を取り上げ、より誰もが住みやすい

地域社会づくりを進める講座などを実施します。

若者世代が参画する企画講座や専門性の高い大

学との提携講座など、区民の様々な学習意欲に応

えます。 

地域力推進課 

４ 人権尊重の意識づくり 
人権尊重に対する意識づくりを進めるため、継続

して啓発活動を実施します。 

人権・男女平等

推進課 

５ 生活展 

消費者問題を柱として、環境、防災、リサイクル

等幅広い問題に関する展示、発表、講座等を行い

ます。青少年が生活展に参加することでこれらの

問題に関心を持つとともに、社会とのつながりを

考え、行動するきっかけとすることを図ります。 

地域力推進課 

６ Ｏｈ!!盛祭の開催支援 

青少年自らが中心となって、企画・運営にあたる

事業として、また青少年活動の場として大いに意

義がある当該事業を、さらに充実・発展させるた

め支援します。 

地域力推進課 

７ 

青少年交流センター“ゆ

いっつ”における事業運

営 

宿泊研修、団体生活等を通じて、青少年の健全な

育成を図り、自立性、責任感、相互連帯の精神を

身につけることをねらいとして事業運営を行い

ます。 

地域力推進課 

８ 
国際理解・多文化共生意

識の醸成と交流の促進 

18 色の国際都市事業等の様々なイベントを通し

て、交流する場を創出したり、講座や啓発活動等

を実施することにより、お互いの理解を深める機

会を拡大します。また、交流を促進するため、国

際交流員（CIR）や国際都市おおた大使の活躍を

通して、内容の充実を図ります。 

国際都市・多文

化共生推進課 

９ 中高生の居場所づくり 

中高生世代の交流・活動・相談支援を通して中高

生の健全育成を実施する中高生ひろばのほか、児

童館で行っている中学生タイム等、中高生の交流

活動支援を実施します。 

子育て支援課 

10 交通安全教育事業 

幼児・児童・生徒及び保護者や一般区民を対象に、

交通安全事業を実施し、交通ルールやマナーの啓

発・教育活動を推進します。 

都市基盤管理課 

11 人権教育の推進 

児童・生徒が人権課題を学ぶことで、自らの権利

と義務、自由と責任についての認識を深め、他者

の人権を尊重する態度を育成し、生活の中に生か

していくことができる人権教育を推進します。 

指導課 
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個別目標 Ⅰ-６ 社会貢献する心を育みます 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
区民と区長との懇談会

（若者） 

地域社会の未来を担う若者と区長が懇談し、若者

の区政や地域社会への理解・関心を深め社会性を

醸成します。また、若者の声を直接聴くことで今

後の区政運営に役立てます。 

広聴広報課 

２ 青少年表彰 

地域での活動やスポーツ、文化分野等で、他の青

少年の模範となる活動をした者を表彰し、活動の

一層の普及と活動意欲の高揚を目的とします。 

地域力推進課 

３ 環境学習の推進 

未来の地球環境を守るため、環境保全活動に取り

組む人材を育成することを目的に、子どもたちに

広く環境について学び、考える機会を提供しま

す。 

環境計画課 

４ 
特別活動や総合的な学

習の時間の充実 

学校における特別活動や総合的な学習の時間を

中心に、児童・生徒のボランティア体験や障がい

者福祉にかかわる体験的な学習を実施します。児

童・生徒にボランティア活動の意義を理解させ、

福祉問題の解決に積極的にかかわろうとする態

度を育成します。 

指導課 

５ 
リーダー講習会 

（小学生対象）〔再掲〕 

社会活動、野外活動を中心として、異年齢間の交

流、協調、グループワークの楽しさ等を体験する

機会として実施します。 

地域力推進課 

６ 
リーダー講習会 

（中高生対象）〔再掲〕 

野外活動、ゲーム指導実習、講義、グループ活動、

宿泊実習などを通して、リーダーとしての心構え

や指導技術を身につけます。（通称「ティーンズ

ぱわーあっぷセミナー」） 

地域力推進課 

７ 
子ども交歓会 

〔再掲〕 

体験活動や地域の人との交流を通して、子どもた

ちが社会づくりに主体的に取り組む力を身につ

けます。 

地域力推進課 

 

 

 

 

基本目標Ⅱ 支援を必要とする青少年やその家族をサポートします 

 

個別目標 Ⅱ-１ 障がいのある青少年への支援の充実を図ります 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 障がい者スポーツ教室 

障がい者が、スポーツに親しむ機会を提供して基

礎的な技術指導を行うとともに健康の保持増進

を目的とします。 

スポーツ推進課 

２ 
心身障がい児の放課後

活動支援 

放課後の生活を豊かにし、日常の関わりを通じて

社会性を養うことを目的として、心身障がい児の
障害福祉課 
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放課後活動施設の運営を支援します。また、児童

福祉法に基づく放課後等デイサービス事業所が、

区内で安定した事業の継続が行えるよう支援し

ます。 

３ 相談窓口の充実 

受給者証の発行において、セルフプランを減ら

し、児童の計画相談を増やしていきます。また、

多様な障がいに関する青少年の相談を行います。 

障害福祉課 

障がい者総合サ

ポートセンター 

４ 職場体験実習の実施 
就労を希望する障がい者に対し、一般企業及び公

的機関において職場体験実習を実施します。 

障がい者総合サ

ポートセンター 

５ 若草青年学級の運営 

知的障がいのある青年が趣味講座やレクリエー

ションなどの趣味活動を通して、社会生活で必要

な知識や生活技術を学ぶ場、また仲間づくりの場

を提供します。 

障がい者総合サ

ポートセンター 

６ 
コスモス青年学級の運

営 

肢体に障がいのある青年が協力者たちとともに、

学習や文化・レクリエーション活動を通じて仲間

づくりを行い、それにより、社会参加能力を高め、

生きがいのある心豊かな生活の実現をめざしま

す。 

障がい者総合サ

ポートセンター 

７ 
障がい者虐待防止等の

推進 

障がい者虐待の未然防止、早期発見・早期解決、

支援者に対する理解啓発の促進等に向けて取り

組みます。 

 主な取組内容として、福祉施設職員向けに障が

い者虐待防止研修、区民や事業者等向けにパンフ

レットの配布や啓発活動、早期発見・早期解決の

ための通報対応とともに事業者への適切な支援

等を実施します。 

障がい者総合サ

ポートセンター 

８ 特別支援教育の推進 
一人ひとりの児童・生徒のニーズに応じた特別支

援教育を充実します。 
指導課 

 

 

 

 

 

個別目標 Ⅱ-２ いじめ、不登校対策等の充実を図ります 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 個別相談 
各地域健康課の地区担当保健師が電話、所内面

接、訪問等による相談を随時行います。 
地域健康課 

２ 
不登校問題のための体

制の確立 

児童・生徒及び保護者への支援体制を確立し、早

期対応及び計画的、組織的な指導による解決を図

ります。 

指導課 

３ 
スクールカウンセラー

の活用 

スクールカウンセラーを区立小中学校等に配置

し、児童・生徒・保護者・教職員等からの相談に

応じます。また、学校不適応の早期発見・早期解

教育センター 
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決のため、スクールカウンセラーによる面談の実

施など、学校内の教育相談体制を支援します。 

４ 
適応指導教室「つばさ」

の運営 

学校に登校できない状態にある児童・生徒が、安

心感をもって学習やコミュニケーションを体験

できる環境を用意し、児童・生徒・保護者との面

談や進学指導を行い、様々な活動を準備して、興

味・関心や積極性を引き出すことにより、在籍校

復帰や義務教育終了後の社会生活に対応する力

を育成します。 

教育センター 

５ 
メンタルフレンドの派

遣 

心理的な要因によって不登校になっている児童・

生徒を対象に、心理学や教育学専攻の大学生等

を、家庭や適応指導教室に派遣し、話し相手など

の活動を通して学校生活への復帰を支援します。 

教育センター 

６ 
問題行動対応サポート

専門員による学校支援 

指導課に問題行動対応サポート専門員を設置し、

学期に一度の定期訪問を実施するとともに、生活

指導上の課題のある小・中学校を中心に巡回相

談・支援を行います。また、月に一度行うリスク

マネジメント対策会議（ＲｉМ会議）において、

各校の状況を共有することで、問題行動等に対す

る多面的解決を図ります。 

指導課 

７ 
いじめ防止に関する取

組の推進 

平成 26 年９月に策定した大田区いじめ防止基本

方針に則り、いじめの未然防止及び早期解決を図

ります。 

指導課 

８ 
精神保健福祉相談 

〔再掲〕 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師によ

る相談。ひきこもり・嗜癖・自殺企図・思春期に

関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

地域健康課 

 

 

 

個別目標 Ⅱ-３ 非行・犯罪防止対策と立ち直り支援の充実を図ります 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
保護観察対象者への就

労支援 

大田区保護司会と大田区とで協定を交わし、保護

観察対象者の就労支援の一環として、臨時職員と

して雇用します。 

総務課 

２ 
社会を明るくする運動

の推進 

犯罪と非行防止、罪を犯した人たちの更生に理解

を深め、それぞれの立場で、犯罪や非行のない明

るい社会を築こうとする全国的な運動に、区内 33

の機関・団体が構成する大田区推進委員会を設置

し、運動の推進を図ります。 

総務課 

３ 
警察と学校等の関係機

関との情報交換 

学校だけでは解決の難しい非行等の問題行動に

関し、関係警察と必要な情報の共有を行い、対策

を講じます。 

指導課 
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個別目標 Ⅱ-４ 児童虐待防止を進めます 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
児童虐待防止ネット 

ワークの充実 

大田区要保護児童対策地域協議会（代表者会

議・実務者会議等）を開催します。また、「子

どもを守る地域ネットワーク巡回支援事業」に

取り組み、児童虐待防止ネットワークを推進し

ます。 

子ども家庭支援

センター 

２ 

（仮称）大田区子ども

家庭総合支援センター

の整備 

子どもたちの生きる権利や育つ権利を守り、児

童虐待を防止するとともに、子ども家庭支援セ

ンターの相談機能に加え児童相談所の機能を

併せ持つ「（仮称）子ども家庭総合支援センタ

ー」の開設に向けた取り組みを進めます。 

子育て支援課 

３ 

要支援家庭を対象と

したショートステイ

事業 

児童を養育することが一時的に困難となった要

支援家庭を対象としたショートスティを実施し

ます。 

子ども家庭支援

センター 

４ 虐待防止支援訪問 

養育困難家庭、養育不安の強い家庭等、子どもの

健全な成長が懸念される家庭を訪問し支援しま

す。 

子ども家庭支援

センター 

５ 見守りサポート事業 

虐待により、一時保護や施設入所した児童が家庭

に戻った時や軽度の虐待と認定されたとき、その

家庭に対し、児童相談所の要請により、見守りサ

ポート支援を行います。 

子ども家庭支援

センター 

６ 養育支援訪問事業 

地域健康課の保健師と連携し、保護者の養育を支

援することが特に必要な家庭に対し、当該居宅等

において養育に関する相談・指導・助言その他必

要な支援を行い、児童虐待を未然に防止します。 

子ども家庭支援

センター 

７ 
養育支援家庭訪問事

業「ゆりかご」 

すこやか赤ちゃん訪問事業と連携し、支援を要す

る出生から 4 か月健診までの乳児のいる家庭に

対して、地域の支援員等が訪問し支援します。 

子ども家庭支援

センター 

８ 
障がい者虐待防止等の

推進〔再掲〕 

障がい者虐待の未然防止、早期発見・早期解決、

支援者に対する理解啓発の促進等に向けて取り

組みます。 

 主な取組内容として、福祉施設職員向けに障が

い者虐待防止研修、区民や事業者等向けにパンフ

レットの配布や啓発活動、早期発見・早期解決の

ための通報対応とともに事業者への適切な支援

等を実施します。 

障がい者総合サ

ポートセンター 

 

 

個別目標 Ⅱ-５ 誰も自殺に追い込まれることのない社会（大田区）を実現します 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
ゲートキーパー養成

講座 

身近な人の自殺のサインに気づいて話を聴き、必

要に応じて専門機関につなぐ役割を果たす「ゲー

トキーパー」を養成します。 

健康づくり課 
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２ 

インターネットを活

用した自殺防止相談

事業 

生きづらさを抱えた若年者が自殺等に関するキ

ーワードを検索した際、検索連動広告を活用して

メール相談及び電話・対面相談を実施し、自殺を

未然に防止します。 

健康づくり課 

３ 自殺総合対策の推進 

大田区自殺対策戦略本部において対策を検討す

ると共に、関係機関による大田区自殺総合対策協

議会を開催し、自殺対策の推進を図ります。 

健康づくり課 

４ 
精神保健福祉相談 

〔再掲〕 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師によ

る相談。ひきこもり・嗜癖・自殺企図・思春期に

関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

地域健康課 

５ 個別相談〔再掲〕 
各地域健康課の地区担当保健師が電話、所内面

接、訪問等による相談を随時行います。 
地域健康課 

 

 

個別目標 Ⅱ-６ 外国人の青少年等を支援します 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
おおたこども日本語

教室 

区立小中学校への就学をサポートするため、学校

生活に必要なひらがな・カタカナ・漢字の読み書

きなどを学ぶ日本語教室（蒲田・大森）を開催し、

スムーズな就学へと繋げます。 

国際都市・多文

化共生推進課 

２ 
外国人、帰国児童・生

徒日本語特別指導 

日本語指導が必要な外国人児童・生徒や、海外か

ら帰国した児童・生徒を対象に、個別や小集団に

よる日本語指導を行います。 

指導課 

３ 

日本語教室 

「学校プリントを読

もう」（保護者向け） 

学校から保護者宛に向けた通知等の内容を理解

できるよう、小中学生を持つ外国人保護者を対象

に、学校プリントの読み方のコツや学校特有の単

語の意味を学ぶための日本語講座を実施します。 

国際都市・多文

化共生推進課 

 

 

個別目標 Ⅱ-７ ひとり親家庭、子どもの貧困対策の充実を図ります 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
生活再建・就労サポー

トセンターJOBOTA 

様々な理由により経済的に困窮し、生活・仕事・

住まいなどについての悩みを抱える方に対し、支

援員が相談を受け課題解決をサポートします。ま

た、就労支援をするほか、ひきこもり状態にある

方や就労に不安のある方等に対し、日常生活・社

会生活自立訓練、職場体験などの就労準備支援事

業を行います。 

蒲田生活福祉課 

２ 
家庭相談・母子・父子

相談 

家庭内の悩みごとに関する相談に対し、家庭相談

員による助言を行います。また、母子世帯等から

の相談に対し、母子・父子自立支援員による助言

や必要な援助を行います。 

蒲田生活福祉課 
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３ 
ひとり親家庭へのホ

ームヘルパー派遣 

ひとり親家庭の親または子が一時的疾病等のと

きに、家事援助者を派遣することにより、ひとり

親家庭の経済的かつ社会的安定を図ります。 

蒲田生活福祉課 

４ 
ひとり親家庭への就

労支援体制等の充実 

ひとり親家庭の自立と生活安定を促すために、求

職活動や資格取得など、個々のニーズに応じた就

労支援を行います。 

蒲田生活福祉課 

５ 子ども学習支援事業 

生活困窮状態にある世帯の中学生に、学習支援を

通じて基礎学力の定着と高校進学の支援を行う

とともに、生活習慣・社会性の育成など、社会生

活の基礎を身に付ける支援を行います。また、高

校生中退防止支援事業、高校未進学者等の学び直

し事業を行うとともに、東京都社会福祉協議会で

実施する受験生チャレンジ支援貸付事業など将

来の進路選択の幅を広げるために有用な事業の

紹介も行い、貧困の世代間連鎖を防ぐ支援を行い

ます。 

蒲田生活福祉課 

６ 
被保護者自立促進事

業（次世代育成支援） 

生活保護世帯の児童・生徒（小学１年生から高校

３年生）が通う学習塾などの通塾代や夏季・冬季

などの集中講座、通信講座、補習講座の受講費用

を支給し、在宅での学習環境を整えます。 

蒲田生活福祉課 

７ 
子どもと地域をづな

ぐ応援事業 

区の各種支援制度・相談窓口の案内とともに、

こども食堂などの地域活動団体のイベントや支

援情報を周知することで、子育て世帯と地域活 

動団体等をつなげ、地域の複数の目による見守り

強化や家庭の孤立化防止を図ります。 

また、こども食堂等の場で、世帯の異変を覚知し

た場合には、支援者が区や大田区社会福祉協議会

につなぐことで、問題発生を未然に防ぐ「予防的

福祉」に取り組みます。 

福祉管理課 

８ 
「地域とつくる支援

の輪」プロジェクト 

子どもの貧困対策等の支援活動に取り組む区民・

地域活動団体等のネットワークの形成と自主的

な支援活動を支援し、地域全体で包み込むような

支援の実現を図ります。 

福祉管理課 

９ こども食堂推進事業 

子どもや保護者が安らげる居場所として地域で

展開されている「こども食堂」の継続的・安定的

な活動を支援するため、運営団体に対して活動費

の一部を区及び都が補助します。 

福祉管理課 

10 
離婚と養育費にかか

わる総合相談 

ひとり親世帯の相対的貧困率が高いことを踏ま

え、離婚や養育費に関する総合相談を実施しま

す。弁護士による法律相談と合わせ、「子ども生

活応援臨時窓口」と同時開催とし、家計や就労に

関する自立支援、手当や各種減免制度など生活支

援に関する相談にも対応できる体制とします。 

福祉管理課 

 

 

個別目標 Ⅱ-８ ひきこもりや若年無業者対策の充実を図ります 
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事業名 事業内容 担当課 

１ 
ひきこもり・生きづら

さ茶話処 

ひきこもり等の生きづらさを抱えている本人・家

族等を対象に、参加者同士の交流の時間や支援者

に気軽に相談できる場を設け、当事者・家族の孤

立防止や相談体制につながるきっかけをつくり

ます。 

健康づくり課 

２ 

子ども・若者育成支援

ネットワーク体制の

整備 

困難を有する子ども・若者への対応を一体的に行

うため、各分野におけるネットワークや関係機関

との連携を強化し、既存の協議会等の活用を含

め、子ども・若者育成支援ネットワーク体制の整

備に向け取り組みます。 

地域力推進課 

３ 

生活再建・就労サポー

トセンターJOBOTA 

〔再掲〕 

様々な理由により経済的に困窮し、生活・仕事・

住まいなどについての悩みを抱える方に対し、支

援員が相談を受け課題解決をサポートします。ま

た、就労支援をするほか、ひきこもり状態にある

方や就労に不安のある方等に対し、日常生活・社

会生活自立訓練、職場体験などの就労準備支援事

業を行います。 

蒲田生活福祉課 

４ 
精神保健福祉相談 

〔再掲〕 

本人及び家族などを対象とした、精神科医師によ

る相談。ひきこもり・嗜癖・自殺企図・思春期に

関する相談等を各地域健康課にて実施します。 

地域健康課 

５ 個別相談〔再掲〕 
各地域健康課の地区担当保健師が電話、所内面

接、訪問等による相談を随時行います。 
地域健康課 

 

 

 

個別目標 Ⅱ-９ その他、特に配慮を要する青少年・家族を支援します 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
女性のための相談事

業 

自分自身の生き方、夫婦や親子、職場や学校など

の人間関係、適職やハラスメントなどの仕事関

係、女性の様々な悩みについて相談を受けるとと

もに、必要に応じて適切な相談機関の案内なども

行います。 

人権・男女平等

推進課 

２ ＤＶ相談事業 

配偶者等からの暴力に関する相談を受けるとと

もに、必要に応じて適切な関係機関と連携し、被

害者支援を行います。 

人権・男女平等

推進課 

３ 男性相談事業 

男性を対象に、家庭や家族などの悩み相談を専門

の男性相談員が受けるとともに、必要に応じて適

切な相談機関の案内なども行います。 

人権・男女平等

推進課 

４ 
多言語による相談・情

報提供  

国際都市おおた協会の多言語相談窓口において、

外国人からの様々な生活相談（在留資格、税金、

医療・保険、結婚、労働等）に多言語で対応し、

内容に応じて的確に関係機関に繋げる形で支援

を行います。また、相談者からのニーズに応じて、

弁護士による法律相談にも多言語で対応します。 

国際都市・多文

化共生推進課 
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５ 
民生委員・児童委員と

の連携 

民生委員・児童委員が、ひとり親家庭や児童に関

する相談に応じるとともに、必要な援助を行いま

す。 

福祉管理課 

６ 
子ども家庭支援セン

ターの総合相談 

子どもや子育て家庭の抱える問題や不安、悩み、

疑問など、あらゆることについて、相談員が相談

に応じます。 

子ども家庭支援

センター 

７ 
保育サービスアドバ

イザーによる相談 

保育士経験豊かな職員が、育児中の方や出産予定

の方に多様な教育・保育施設や地域の子育て支援

事業等の情報提供及び相談・助言を行います。 

保育サービス課 

８ 児童館の子育て相談 

児童館を地域の身近な相談窓口として、教員免許

や保育士資格などを持った専門知識を有する児

童館職員が子育全般に関する相談に応じます。 

子育て支援課 
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基本目標Ⅲ 青少年の健やかな成長を地域で支えるための環境を整備します 

 

個別目標 Ⅲ-１ 区民相互の絆を深め、地域力を高めます 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 生涯学習情報の提供 

区民に生涯学習を身近に感じてもらい、地域活動

参加へのきっかけづくりを目的とした生涯学習

情報や社会教育活動団体（少年育成団体）の活動

状況を生涯学習担当の情報媒体を通じ発信しま

す。また、誰でも参加できる学習情報のほか、区

内で活発に活動する青少年団体の実践紹介や地

域活動情報を掲載し、人と人のつながりの創出を

図ります。 

地域力推進課 

２ 
リーダー講習会 

（成人、指導者等対象） 

地域の青少年活動に関わる指導者・世話人の育成

と資質の向上を図るため、青少年に関するテーマ

を毎年設定し、講習会を実施します。 

地域力推進課 

３ 
子どもガーデンパー

ティーの開催 

子どもたちの日常生活に潤いを与え、地域の人た

ちと、楽しく一緒に活動する体験を提供します。

子どもたちの社会参加の芽を培うとともに、大人

同士の交流を深め、コミュニティづくりのきっか

けとします。 

地域力推進課 

４ 
ＯＴＡふれあいフェ

スタ 

区民が集い、楽しみ、ふれあえる機会を創り出し、

「人と人の和」「地域のふれあい」を大切にし、

区民の連帯意識を醸成します。 

文化振興課 

５ 区民スポーツまつり 

区民が気軽に参加し、楽しめるスポーツ・レクリ

エーション活動により、スポーツに親しむ機会を

提供します。 

スポーツ推進課 

６ 
ファミリー・サポー

ト・センター事業 

育児の手伝いをしてほしい人（利用会員）と育児

の手伝いをしたい人（提供会員）の両者の会員組

織とし、援助活動により、仕事と育児の両立や子

育てする家庭の育児を支援します。 

子ども家庭支援

センター 

７ 
子育てサロン「キッズ

な」の開催 

キッズな大森「子育て応援コーナー」を会場にボ

ランティアや民生委員・児童委員が読み聞かせ・

手遊び紙芝居、お茶会、手作り会、ベビーカーメ

ンテナンス、展示等を定例的に実施し、親子と地

域の方々との交流を図っています。 

子ども家庭支援

センター 

８ 

学校支援地域本部（ス

クールサポートおお

た）の充実 

学校の教育活動の一層の充実のため、地域全体で

学校を支援する仕組として学校支援地域本部を

設置しています。学校支援地域本部には学校支援

コーディネーターを置き、ボランティアとの連絡

調整などを行い、補習教室、図書室の整理、土・

日曜日のワークショップ等様々な活動を支援し

ます。 

教育総務課 

９ 校庭等開放 
小学校の校庭等を開放し、自由で安全な遊び場を

提供します。 
教育総務課 
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10 ＰＴＡ研修会 

児童・生徒の健全育成を目指したＰＴＡ活動をよ

り充実させる担い手になるための研修会を実施

します。また、『ＰＴＡのしおり』を発行し、Ｐ

ＴＡ活動の周知と理解を図ります。 

教育総務課 

11 
地域教育連絡協議会

の設置 

家庭・地域・学校の三者で構成し、地域における

よりよい教育の在り方を考えます。 

①地域教育にかかわる連携に関する事項 

②学校、家庭及び家庭相互の連携の推進に関する

事項 

③学校の運営方針及び教育活動の助言及び評価

に関する事項 

指導課 

12 
おおた区民大学 

〔再掲〕 

社会、歴史、人権など幅広いテーマを学び、生涯

にわたって生活を充実させる講座や、地域社会に

密着した課題を取り上げ、より誰もが住みやすい

地域社会づくりを進める講座などを実施します。

若者世代が参画する企画講座や専門性の高い大

学との提携講座など、区民の様々な学習意欲に応

えます。 

地域力推進課 

13 
生涯学習センターの

運営〔再掲〕 

生涯に渡る充実した学習機会を区民に提供し、生

きがいをもって暮らせる地域づくり、仲間づくり

とネットワークの拡大を支援する生涯学習セン

ターを運営します。身近な地域での生涯学習の活

性化を図るため、若者の主体的・能動的な活動を

はじめ、多世代の交流を促進させるコーディネー

トを行います。 

地域力推進課 

14 
生涯学習人材育成 

〔再掲〕 

区民の主体的な学習活動の推進役となる地域人

材を育成するため、社会教育・生涯学習の基礎を

学び、区民の学習相談への対応等について学ぶと

ともに、地域活動とのつながりの機会を図りま

す。持続可能な地域の担い手づくりを行い、生涯

学習による地域力向上を推進します。 

地域力推進課 

15 
社会を明るくする運

動の推進〔再掲〕 

犯罪と非行防止、罪を犯した人たちの更生に理解

を深め、それぞれの立場で、犯罪や非行のない明

るい社会を築こうとする全国的な運動に、区内 33

の機関・団体が構成する大田区推進委員会を設置

し、運動の推進を図ります。 

総務課 

16 
教育相談の充実 

〔再掲〕 

教育センターでの教育相談・就学相談、スクール

カウンセラーによる学校での相談体制を充実さ

せるとともに、教育相談員やスクールソーシャル

ワーカーによる学校、関係機関等との十分な連携

を図った相談活動を展開することで、児童・生徒・

保護者への支援・援助を行います。 

教育センター 
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個別目標 Ⅲ-２ 安全で安心な環境をつくります 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
区民安全・安心メール

サービス 

区民安全・安心メールサービス登録者に対して、

不審者情報等の防犯情報を配信します。 
防災危機管理課 

２ 
消費者生活センター

の事業の充実 

青少年を有害な情報から守り自立した消費者と

するため、学校や地域の要望に応じて専門講師を

派遣し、消費生活相談員等が出張啓発を行いま

す。また、消費生活にかかわる問題を学ぶ講座な

どの開催や資料提供を行います。 

地域力推進課 

３ 
こどもＳＯＳの家事

業 

子どもたちが地域において犯罪等に巻き込まれ

た時及び身の危険を感じた時に助けを求めるこ

とができる場所、気軽に相談ができる場所として

設置します。協力員の家にステッカーを表示し、

犯罪の抑止力を高め、安全な地域環境の醸成を目

指すとともに子どもたちの健全育成を図ります。 

地域力推進課 

４ 
青少年をめぐる環境

浄化推進活動の充実 

内閣府で定める 11 月の「子供・若者育成支援強

調月間」に、青少年対策地区委員会が中心となり、

コンビニエンスストア、書籍販売店、ＤＶＤ販売・

レンタル店等において、有害図書等の販売自粛要

請活動を実施します。また、区報や区ＨＰで環境

浄化推進活動の啓発を行います。 

地域力推進課 

５ 学童保育事業の推進 

就労等のために昼間保護者がいない家庭の小学

１年生から６年生を対象に、児童館、こどもの家、

フレンドリー、おおたっ子ひろば、放課後ひろば

で遊びを通じた児童健全育成を実施します。 

※特に支援が必要な児童の受け入れを全学童保

育室で実施。 

子育て支援課 

６ 放課後ひろば 

大田区版放課後子ども総合プランとして、学童保

育事業と放課後子ども教室事業を一体型として、

区立小学校施設を活用した放課後児童の居場所

として、順次実施します。 

子育て支援課 

教育総務課 

７ 交通安全巡回指導 

児童の交通安全を図るため、平成 9年度から専任

の交通安全指導員 2 名を配置し児童に交通安全

意識を身につけさせるとともに、児童自身でその

場の状況に応じた正しい判断が出来る様になる

ことを目的としています。 

教育総務課 

８ 防犯教育の充実 

児童・生徒の防犯に対する意識を高め、自ら判断

し、危険を回避する力、犯罪から身を守る力等を

身に付けさせるため、インターネット被害等を含

めたセーフティ教室・不審者対応訓練を年間各１

回以上、特別活動等の時間に、児童・生徒への授

業として実施します。 

指導課 
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個別目標 Ⅲ-３ 青少年を育成する活動を支援します 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
地域力応援基金助成

事業 

区民や事業者からの寄付金を積み立てた基金を

活用し、福祉・環境・まちづくりなど区民を対象

とし、公益性が認められ、広く社会貢献につなが

る活動を行う区民活動団体に対して助成します。 

地域力推進課 

２ 

社会教育関係団体・少

年育成団体登録団体

への活動支援 

学習・文化・スポーツなど、社会教育に関する活

動を目的とした団体（社会教育関係団体）及び青

少年の健全育成に資する活動を目的とした団体

（少年育成団体）の活動を支援するための登録制

度。 

地域力推進課 

３ 
青少年委員活動の充

実 

青少年に関する健全育成、余暇指導、団体育成、

指導者援助、地域における連絡調整、各種行事へ

の協力により、青少年教育の振興を図ります。 

地域力推進課 

４ 
青少年対策地区委員

会との連携の推進 

地域の青少年健全育成活動を担う青少年対策地

区委員会がより活性化するよう、研修会や情報交

換を行います。 

地域力推進課 

５ 
子ども会活動などへ

の支援 

青少年団体のリーダーが安心して活動できるよ

うに、損害賠償責任保険及び傷害保険制度を設

け、地域の青少年団体活動を支援します。また、

子ども交歓会など地域の青少年育成活動の支援

を行います。 

地域力推進課 

６ 
青少年育成ハンドブ

ックの作成 

育成指導者の資質向上のため、地区委員改選年度

に作成します。大田区における青少年健全育成施

策、関係法令、青少年健全育成に関わる活動等を

記載し、青少年健全育成の指針とします。 

地域力推進課 

７ 

東京都薬物乱用防止

推進大田地区協議会

への支援 

協議会が実施する薬物乱用防止キャンペーン、啓

発活動を支援します。 
生活衛生課 

８ 
家庭・地域教育力向上

支援事業 

PTAや自主学習グループ等に、家庭や地域の教育

について学ぶ学習会等の事業を委託し、家庭や地

域の教育力向上を図ります。 

教育総務課 

９ 家庭教育学習会 

①次年度小学校入学予定児とその保護者を対象

に、小学校入学に向けた心の準備をする学習会を

開催します。保護者向け学習会ではこの時期の家

庭での子どもへの関わりについて学び、子ども教

室では模擬授業や学校探検を行います。 

②小学校入学後の保護者を対象とした学習会を

実施し、家庭での子育てを学ぶ機会を提供しま

す。 

教育総務課 
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個別目標 Ⅲ-４ 多様な団体が連携・協働する地域づくりを進めます 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 
区民活動コーディネ

ーター養成講座 

自治会・町会に加え、専門性を持つ団体、ＮＰＯ

や事業者など、地域での連携・協働を推進するた

め、他団体との「つなぎ役」となる人材の育成を

図ります。 

地域力推進課 

２ 

地域協働研修事業（旧

協働推進講師派遣事

業） 

自治会・町会や NPOなどの団体が、属する地域内

で他の団体と連携・協働する場の創出を支援する

ために、出張所地区で地域課題の共有を図るな

ど、協働により実施する研修に対し支援します。 

地域力推進課 

３ 
こども食堂推進事業 

〔再掲〕 

子どもや保護者が安らげる居場所として地域で

展開されている「こども食堂」の継続的・安定的

な活動を支援するため、運営団体に対して活動費

の一部を区及び都が補助します。 

福祉管理課 

 

 

個別目標 Ⅲ-５ ネットワークの構築と相談体制の充実 

 

事業名 事業内容 担当課 

１ 

子ども・若者育成支援

ネットワーク体制の

整備〔再掲〕 

困難を有する子ども・若者への対応を一体的に行

うため、各分野におけるネットワークや関係機関

との連携を強化し、既存の協議会等の活用を含

め、子ども・若者育成支援ネットワーク体制の整

備に向け取り組みます。 

地域力推進課 

２ 

児童虐待防止ネット 

ワークの充実 

〔再掲〕 

大田区要保護児童対策地域協議会（代表者会

議・実務者会議等）を開催します。また、「子

どもを守る地域ネットワーク巡回支援事業」に

取り組み、児童虐待防止ネットワークを推進し

ます。 

子ども家庭支援

センター 

３ 
子どもと地域をづな

ぐ応援事業〔再掲〕 

区の各種支援制度・相談窓口の案内とともに、

こども食堂などの地域活動団体のイベントや支

援情報を周知することで、子育て世帯と地域活 

動団体等をつなげ、地域の複数の目による見守り

強化や家庭の孤立化防止を図ります。 

また、こども食堂等の場で、世帯の異変を覚知し

た場合には、支援者が区や大田区社会福祉協議会

につなぐことで、問題発生を未然に防ぐ「予防的

福祉」に取り組みます。 

福祉管理課 

４ 

「地域とつくる支援

の輪」プロジェクト 

〔再掲〕 

子どもの貧困対策等の支援活動に取り組む区民・

地域活動団体等のネットワークの形成と自主的

な支援活動を支援し、地域全体で包み込むような

支援の実現を図ります。 

福祉管理課 
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第５章 計画の推進 

１ 計画推進にあたって 

 本計画に掲げた目標を実現し、全ての子ども・若者が希望を持ち生き生きと活躍し、社会的

自立に向けた取り組みを推進していくためには、教育、福祉、保健、雇用、子育て、青少年健全育

成等、様々な分野における施策や事業を連携して推進していくことが必要です。 

社会的に困難を抱えている子ども・若者とその家族には、切れ目のない相談体制を確保する

とともに、社会的自立や地域社会での生活への支援をきめ細かく行っていくことが大切であり、

全ての関係部局、関係団体等がこれまで以上に連携し、着実に推進していくことが求められます。 

子ども・若者が抱える課題の背景や要因は複雑・多様化していることから、地域支援ネットワ

ーク等による包括的連携・協力体制の整備を進め、地域、行政、関係機関等が一体となり対応し

ていくため取り組みます。 

さらに、持続可能なまちづくりを実現するため、多様性の尊重と包摂の視点をもち、次代を担

う青少年の健やかな成長を地域全体で支援していく「地域力」の向上に向け、区民参加と協働を

さらに推進していきます。 

 

（１）区における計画の推進体制 

  ①大田区青少年問題協議会 

   大田区青少年問題協議会は、「地方青少年問題協議会法」及び「大田区青少年問題協議会条

例」に基づき設置された区長の附属機関です。 

青少年問題等に関する総合的施策の樹立に必要な重要事項について調査審議すると共に、 

適切な実施を期するために必要な関係行政機関相互の連絡調整を図るほか、区長及び関係 

行政機関に対し、意見を具申します。 

 

 ②大田区青少年健全育成推進本部 

  青少年健全育成のための計画の総合的かつ効果的な推進を図ることを目的として設置さ

れた機関で、計画事業の推進及び部局間調整等を行います。 
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資料編 

 

１ 計画の策定体制 

 

本計画は、大田区青少年問題協議会による審議のほか、調査審議及び連絡調整を効果的

に行うために協議会の下に小委員会及び専門部会を設置し、さまざまな立場の委員から多

様な意見を反映させて策定しました。 

また、区民の意見を伺う機会として、アンケート調査、パブリックコメントや区民説明会を行

い、その結果を踏まえて策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

大田区 

青少年問題協議会 

大
田
区
子
ど
も
・
若
者
計
画 

（
青
少
年
健
全
育
成
の
た
め
の
大
田
区 

行
動
計
画
（
第
七
次
）） 

素案 

大 田 区 議 会 

報告 

大田区子ども・若者計画 

（青少年健全育成のための大田区行動計画（第七次）） 

策定 

審議 

小委員会 

専門部会 

設置 

審議・連絡調整等 

意見 

反映 

区民参画 

◇区民アンケート 

・区内在住の 15 歳～

39 歳の男女 3,000

人に対し、令和２年

８月28日～９月14

日に実施 

◇パブリックコメント 

・令和３年 1 月 14 日

～1 月 28 日、ホーム

ページにて公開 

◇区民説明会（２回） 

・令和３年１月 19 日、 

     １月 24 日 

意見 

反映 
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年月 
大田区青少年

問題協議会 

 
区民 

参加 

その他 

議会等 小委員会 専門部会 

令和２年 

７月 

 

 

８月 

 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

 

令和３年 

１月 

 

２月 

 

3月 

 

 

27日 

第１回開催 

 

 

 

 

 

 

11日 

第２回開催 

 

 

 

 

 

 

 

15日 

第３回開催 

 

 

 

 

 

３日 

第１回開催 

 

19日 

第２回開催 

 

 

 

 

 

 

 

第 3回開催 

 

 

 

 

 

 

19日 

第１回開催 

 

 

 

（書面） 

第2回開催 

 

 

 

 

 

 

第3回開催 

 

 

 

 

 

 

アンケート 

調査実施 

 

 

 

 

 

 

 

パブリックコ

メント、区民

説明会開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画案提出 
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２ 大田区青少年問題協議会委員名簿 

 
 氏 名 選出基礎 役職名 

1 松原 忠義 会長 区長 

2 塩野目 正樹 区議会議員 議長 

3 広川 恵美子 区議会議員 副議長 

4 松本 洋之 区議会議員 地域産業委員長 

5 勝亦 聡 区議会議員 こども文教委員長 

6 永井 聖二 学識経験者 東京成徳大学教授 

7 曽田 多賀 学識経験者 弁護士 

8 茨田 尚 学識経験者 大田区少年少女団体協議会会長 

9 遠山 一明 学識経験者 日本工学院専門学校副校長 

10 渡邉 義太 学識経験者 大田区青少年対策地区委員会会長会会長 

11 田中 清一 学識経験者 大田区青少年委員会会長 

12 千葉 謙吾 学識経験者 大田区自治会連合会会長 

13 出村 嘉章 学識経験者 区立小学校 PTA連絡協議会会長 

14 河野 博剛 学識経験者 区立中学校 PTA連合協議会会長 

15 海老澤 信吉 学識経験者 大田区保護司会会長 

16 吉田 久司 学識経験者 大田区民生委員児童委員協議会会長 

17 野口 勝子 学識経験者 大田区母の会連合会会長 

18 喜井 美沙 学識経験者 公募委員 

19 鈴木 裕一 学識経験者 公募委員 

20 藤木 恒治 関係行政機関 大森警察署長 

21 藤田 浩司 関係行政機関 田園調布警察署長 

22 佐藤 善亮 関係行政機関 蒲田警察署長 

23 長田 明博 関係行政機関 池上警察署長 

24 青木 恵美子 関係行政機関 大森公共職業安定所所長 

25 藤木 裕一 関係行政機関 警視庁大森少年センター 

26 田沼 哲哉 区関係職員 区立小学校校長会会長 

27 笛木 啓介 区関係職員 区立中学校校長会会長 

28 清水 耕次 区関係職員 副区長 

29 小黒 仁史 区関係職員 教育長 

（令和２年７月 27日時点、敬称略） 
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３ 大田区青少年問題協議会小委員会委員名簿 

 
 氏 名 役職名 

１ 永井 聖二 東京成徳大学教授 

２ 曽田 多賀 弁護士 

３ 茨田 尚 大田区少年少女団体協議会会長 

４ 遠山 一明 日本工学院専門学校副校長 

５ 千葉 謙吾 大田区自治会連合会会長 

６ 渡邉 義太 大田区青少年対策地区委員会会長会会長 

７ 田中 清一 大田区青少年委員会会長 

８ 海老澤 信吉 大田区保護司会会長 

９ 吉田 久司 大田区民生委員児童委員協議会会長 

10 野口 勝子 大田区母の会連合会会長 

11 出村 嘉章 区立小学校 PTA連絡協議会会長 

12 河野 博剛 区立中学校 PTA連合協議会会長 

13 喜井 美沙 公募委員 

14 鈴木 裕一 公募委員 

○小委員会オブザーバー 
 氏 名 役職名 

15 井利 由利 公益社団法人 青少年健康センター理事 

16 菅原 淳一 大田区教育センター 適応指導教室相談員 

17 佐藤 正浩 大田区生活再建・就労サポートセンター JOBOTA所長 

18 伊藤 明江 大田区福祉部子ども生活応援担当課長 

19 佐々木 信久 大田区健康政策部健康医療政策課長 

20 小澤 佳久 大田区こども家庭部子育て支援課長 

21 岩崎 政弘 大田区教育総務部指導課長 

（令和２年８月３日時点、敬称略） 
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４ 用語解説 

あ行 IoT Internet of Things の略。インターネットとモノをつなぎ、新

たな付加価値を生み出すこと。 

ICT 情報（Information）や通信（Communication）に関する技術

の総称。 

ESD Education for Sustainable Development の略で、「持

続可能な開発のための教育」と訳される。環境、貧困、人権、平

和、開発といった様々な世界における現代社会の課題を自らの

問題として捉え、身近なところから取り組むことにより、それらの

課題の解決につながる新たな価値観や行動を生み出すこと、そし

てそれによって持続可能な社会を創造していくことを目指す学

習や活動。 

生きる力 確かな学力、豊かな心、健やかな体の知・徳・体のバランスがとれた

力。 

運動遊び 一人ひとりの幼児の興味や生活経験に応じた遊びの中で、幼児自ら

が体を動かすこと。また、小学校低学年児童が運動を楽しむために

行う活動。 

NPO 特定非営利活動団体。Non Profit Organization の略。自発的、

継続的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない市民活動団体や

ボランティア団体。 

か行 外国語教育指導員 外国語活動における指導の提案や英会話の実演を行う、原則として

英語を母語または公用語として使用する指導員。 

核家族化 夫婦のみの世帯、または夫婦(ひとり親の場合も含む)と未婚の子ど

ものみの世帯が増加する現象。 

学級集団調査 全区立中学校生徒を対象としたストレス状況や学級集団の状態を把

握するための調査。 

学校支援コーディ

ネーター 

学校から依頼を受けて、ニーズにあう人材をコーディネートする、学

校と地域をつなぐパイプ役。 

学校支援地域本部 学校の教育活動を一層充実させるために、地域住民等が学習支援、

体験支援などを行う仕組み。大田区では区内の区立小中学校に設

置している。 

学校生活調査（メン

タルヘルスチェッ

ク） 

小学校第 4 学年から中学校第 3 学年までを対象として児童・生徒

の悩みや不安、人間関係上のトラブルなどを把握するために実施す

る調査。 

学校不適応 病気や経済的な理由以外で不登校になってしまうケース、不登校ま

ではいかないが、学校に行きたくなくなってしまうケース、校内暴力

などの行動に出てしまうケースなど学校生活に適応できない状況を
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言う。 

涵養
かんよう

 水が自然に染み込むように、無理をしないでゆっくりと養い育てる

こと。 

規範意識 社会生活を営む上で基本となるルールを守ろうとする意識のこと。 

キャリア教育 将来子どもたちが直面するであろう様々な課題に柔軟かつたくまし

く対応し、社会人・職業人として自立していくために、子どもたち一

人ひとりの勤労観・職業観を育てていく教育。 

か行 教育相談員 子どもに関わる様々な悩みについて相談に応じ、自立への支援や進

路について助言などを行う相談員。 

協働 区民をはじめ自治会・町会、団体・ＮＰＯ、事業者及び区が共通の目

的を持って、相互に自主性を考慮しつつ、それぞれが持つ知識、技術

などの資源を提供し合い、協力して取り組むこと。 

区民安全・安心メー

ルサービス 

防災情報や気象警報の発令や解除、防犯情報などを携帯電話にメ

ール送信するサービス。 

さ行 自己肯定感 自分をかけがえのない存在として感じ、自分を大切にし、自分らしさ

を力強く実現していこうとする態度や考え方。 

児童虐待 児童虐待は、親または養育者によって子どもに加えられた行為の中

で、子どもの心を傷つけ、健やかな成長発達を損なう行為をいう。

大きく次の４つに分類される。 

①身体的虐待、②育児放棄／ネグレクト、③心理的虐待、④性的虐

待。 

児童相談所 市町村と適切な役割分担・連携を図りつつ、子どもに関する家庭そ

の他からの相談に応じ、子どもが有する問題又は子どもの真のニ－

ズ、子どもの置かれた環境の状況等を的確に捉え、個々の子どもや

家庭に最も効果的な援助を行い、もって子どもの福祉を図るとと 

もに、その権利を擁護することを主たる目的として都道府県、指定

都市及び児童相談所設置市（児童福祉法第 59 条の４第１項の児童

相談所設置市をいう）に設置される行政機関。 

生涯学習 生涯を通じて、生活や職業能力の向上、自己の充実などをめざし

て、自発的意思に基づいて行う学習・文化・スポーツ・レクリエーショ

ン・ボランティア活動など。 

食育 さまざまな経験を通じ、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習

得し、健全な食生活を実践できる人を育てること。 

JOBOTA （ジョボ

タ） 

大田区生活再建・就労サポートセンターの愛称。生活・仕事・住まい

等について悩みを抱え、経済的にお困りの方に対して、専門の支援

員が一人ひとりに合ったサポートを行う無料の相談窓口。 

スクールカウンセラ

ー 

いじめ、不登校などの学校不適応の未然防止や解決を図るため学

校に配置され、児童・生徒の悩みの相談に応じるとともに、教員や保
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護者に対して指導・助言を行う専門家。 

スクールソーシャル

ワーカー 

社会福祉などの専門的知識、技術を活用し、問題を抱えた児童・生

徒を取り巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつな

ぎ、児童・生徒の悩みや抱えている問題の解決に向けて支援する専

門家。 

青少年対策地区委

員会 

地域社会の力を結集して、青少年を取り巻く地域社会の環境浄化と

青少年の健全育成を図ることを目的に、特別出張所を単位として、

自治会・町会代表、青少年委員、スポーツ推進委員、ＰＴＡ代表、民生

委員児童委員、保護司、青少年団体関係者などによって構成される

組織。 

た行 男女共同参画 男女が、性別にかかわりなく個人として尊重され、個性と能力を発

揮する機会を確保されることによって、ともに社会の活動に参画

し、責任を担うこと。 

地域教育連絡協議

会 

家庭・地域・学校が密接に連携し、地域教育の機能を高め、子どもた

ちの「生きる力」をはぐくむ環境づくりをめざして全校に設置してい

る協議会。 

地域力 「地域力」とは、区民一人ひとりの力を源として、自治会・町会、事業

者、団体・NPO など様々な主体がもっている力、それら相互及び区

との連携・協働によって生まれる力を含んだものであり、防犯・防

災、福祉、子育て、教育、産業、環境、国際交流、まちの魅力づくりな

ど、多様な地域の課題を解決し、魅力ある地域を創造していく力。 

適応指導教室 不登校状態の児童・生徒が家で引きこもりにならないよう、在籍す

る学校以外の場所で生活習慣の改善や学習指導を受けながら集団

活動を通し、学校生活への適応を図る施設。 

特別支援教育 障がいなどにより、学習上・生活上の困難がある子どもに対して、小

中高校などに準ずる内容で、自立を図ることを目的とする教育。 

は行 発達障がい 自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障が

い、注意欠陥多動性障がいなどの、通常低年齢で発現する脳機能の

障がい。 

ビッグデータ 情報化社会の進展によってもたらされる膨大なデジタル情報。 

不登校 何らかの心理的・情緒的・身体的あるいは社会的要因・背景により、

児童生徒が登校しないあるいはしたくともできない状況（病気や経

済的な理由によるものを除く）であること。 

放課後子ども教室 もともと子どもの安全な遊び場確保を目的に始まったもので、対象

のすべての児童で、地域住民らによる宿題の指導や体験活動を実施

する。 

ま行 民生委員・児童委

員 

「民生委員法」「児童福祉法」によって設置された厚生労働大臣から

委嘱されている委員。社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に
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立って相談に応じ、及び必要な援助を行い、もって社会福祉の増進

に努めるものとされており、地域住民を支援する。困りごとを解決

するために、福祉の制度など、さまざまな支援サービスを紹介する。 

問題行動対応サポ

ートチーム 

各学校での児童・生徒の問題行動への対応を支援するために、教育

委員会に設置した経験豊かな人材によるサポートチーム。 

ら行 ロボティクス ロボットの設計・製作・制御に関する研究を行う。 

 

 

 


